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１章　はじめに
　日本企業は，欧米企業に比べ，自社だけで研究開発を行う自前主義の傾向が強いと言われて
きた。これは，新卒一括採用後の社内教育，終身雇用，年功序列が企業独自の意思決定システ
ムを構築し，自前主義を根付かせたことが原因と考えられる。しかし，近年のグローバル化の
進展は，日本企業に否応なく研究開発のスピードアップを強制し，自前主義による研究開発の
速度では到底歯が立たない競争環境に変化させた。そこで，日本企業の中には，オープン・イ
ノベーション｠１）を推進し，他の企業や大学との共同研究や共同開発を積極的に活用する企業
が現れ始めている。
　日本の研究開発には毎年14兆円が投じられ｠２），その内８割が民間企業による投資で，残りの
２割が国費である。高騰する研究開発費｠３）の削減，研究開発のリスク分散，研究開発期間の
短縮，技術の相互補完，自前技術の拡張，市場や顧客の獲得などを目的に，自社だけで行う単
独研究や単独開発から共同研究や共同開発に移行する企業が増加する傾向にある。しかし，共
同研究や共同開発には，覚書や契約書の作成，契約締結交渉，両社内の承認や決裁などの非常
に煩雑な仕事が多い。加えて，共同研究や共同開発による最先端の技術情報や秘密情報の遺漏
事件，共同研究や共同開発で得られた共有特許やノウハウの所有権をめぐるトラブルが跡を絶
たない。単独研究や単独開発に比べ共同研究や共同開発は問題が発生しやすい。また，共同研
究や共同開発は，独占禁止法｠４）への抵触や秘密保持義務の運用などにも注意が必要となる。
１）泉谷渉［2014］「なぜ特許世界一の日本が国際訴訟で苦戦するのか？」東洋経済　「あらゆる動物のなかで
人間は一番強い動物ではない。しかし人間は環境変化に対応することがナンバー１であり，それゆえ地球
を支配した。最強の企業が生き残るわけではない。環境変化に柔軟に対応し，オープン・イノベーション
を活用する企業が生き残る」
２）小池和男［2015］「なぜ日本企業は強みを捨てるのか」日本経済新聞出版社　「日本，米国，英国，フラン
ス，ドイツの５カ国で，研究開発費（防衛費を除く）が最も多いのは日本である。日本3.1％，米国2.2％，
英国1.7％，フランス2.1％，ドイツ2.5％（2002年）。日本の大企業の研究開発費は長期にわたり一貫して増
加している」
３）ヘンリー・チェスブロウ著　栗原潔訳［2007］「オープン・ビジネスモデル」翔泳社　「過去25年間に医薬
品業界の売上は毎年11％増加している。研究開発費は毎年15％増加している。これは，医薬品業界におけ
るイノベーションが次第に継続不可能になっていることを意味する」
４）公正取引委員会は，「共同研究開発に関する独占禁止法上の指針」を定めている。共同研究や共同開発が独
占禁止法上問題となるのは，競争関係にある企業の間で行われる共同研究や共同開発で，市場の競争が実
質的に制限される場合である。共同研究や共同開発の参加者の数や市場シェア，研究の性格，共同の必要性，
対象範囲や期間により判断される。大企業の共同研究や共同開発は注意が必要である。
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さらに，日本の企業と海外の企業との共同研究や共同開発は，外国の知的財産権の特殊性やカ
ントリーリスクが加わるため，両社の多大な奮闘が必須となる。
　企業の研究開発は，自社だけで独自に行う単独研究や単独開発と，他の企業や大学と共に行
う共同研究や共同開発に大別できる。日本の企業には，共同研究や共同開発を行わず単独研究
や単独開発だけを行う企業が比較的多いが，単独研究や単独開発と共同研究や共同開発のすべ
てを行う企業もある。これらの企業を詳細に観察すると，単独研究を重視する企業と，共同研
究を重視する企業に分かれる。従来の論文では，単独研究重視企業（単独開発重視企業も含む）
と共同研究重視企業（共同開発重視企業も含む）は，単独研究と共同研究の比率，すなわち，
それぞれの研究開発に投入した研究開発費や研究者数や研究成果（特許件数）で議論されてい
た。しかし，多くの研究費や研究者が生み出す研究開発成果が重要なものとは限らず，逆に，
少ない研究費や研究者でも基本特許（最重要特許）が得られる場合がある。研究開発は，資源
投入と成果獲得が比例関係にないことが多く，その予測が難しいことが企業を悩ませ，リスク
の高い投資と言われる｠５）。
　研究開発が生み出す特許やノウハウなどの成果において，ノウハウは企業秘密となり公開さ
れないが，特許は出願後１年半で公開される。この公開特許には，日本国内出願特許と外国出
願特許の２種類があり，企業は出願時にその選択を迫られる。外国出願は，各国の特許法や言
語も異なるため，国内特許に比べ数倍から数十倍の費用が必要になる。そこで，日本の企業は，
重要特許だけを外国出願し，あまり重要でない特許は国内出願することが一般的である。つま
り，日本企業の外国特許は重要特許と言い換えられる。外国出願には，PCT出願とパリ条約ルー
ト出願があり，これらが全公開特許の中に占める比率を，「特許グローバル化比率」と定義する。
つまり，すべて国内特許出願で外国特許出願がない企業は，特許グローバル化比率が０％であ
り，すべて外国特許出願の企業の特許グローバル化比率は100％である。
　企業は研究開発に資源投入を毎年行っている。そこで，企業の研究開発の実体を知るには，
重要特許が生み出されていることだけでなく，その重要特許が増加，または，減少の傾向を知
る必要がある。そこで，本論文は，その重要特許の年ごとの変化を回帰分析することにより，
企業の特許グローバル化速度
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
を求め，さらに，企業ごとに単独研究の特許グローバル化速度と，
共同研究の特許グローバル化速度を算出した。本論文は，これらの特許グローバル化速度を使
い，単独研究重視企業と共同研究重視企業を定量的に定義することとした。そのため，過去に
共同研究や共同開発により多くの重要特許を生み出した企業であっても，現在，共同研究や共
同開発による重要特許が少ない企業は，共同研究重視企業ではない。従来の論文が用いた外国
５）水島徹［2015］「創薬が危ない」講談社　「日本製薬工業会のDATA BOOK 2012によると，薬の候補とし
て研究を始めた化合物が新薬として世に出る成功確率は３万591分の１である。驚くべき低さである」
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特許比率ではないため，本論文が定義する単独研究重視企業と共同研究重視企業は，今までと
は異なる結果を示すと考えられる。
　共同研究や共同開発を行う企業は，大学との共同研究を行う企業と，民間企業との共同研究
や共同開発を行う企業に大別できる。しかし，大学との共同研究が非常に多いが，その成果は
国内特許出願で外国特許出願がない場合も多い。逆に，大学との共同研究がそれほど多くない
が，その成果はほとんど外国出願する企業もある。また，過去に大学との共同研究が多かった
が，現在ではほとんど行われなくなった企業もある。そこで，本論文は，大学との共同研究の
特許グローバル化速度と，民間企業との共同研究の特許グローバル化速度を算出し，大学との
共同研究重視企業（共同開発重視企業を含む）と，民間企業との共同研究重視企業（共同開発
重視企業を含む）を分別する。共同研究相手の選別を特許グローバル化速度で定量化し，それ
ぞれの企業における共同研究や共同開発の戦略を比較研究する。
　さらに，本論文は，同じ業界における単独研究重視企業と共同研究重視企業を取り上げ，そ
れぞれの研究開発の特徴を深掘りする。単独研究重視企業であるトヨタ自動車と共同研究重視
企業である日産自動車との比較研究，単独研究重視企業である旭硝子と共同研究重視企業であ
る日本板硝子との比較研究，単独研究重視企業である新日本製鐵と共同研究重視企業である住
友金属工業（以下は住友金属）との比較研究を行う。
　また，本論文は，特許グローバル化速度で定量的に定義した共同研究重視企業と単独研究重
視企業に関して３つの仮説を導いた。本論文は，仮説①「２番手企業は共同研究重視，１番手
企業は単独研究重視」，仮説②「単独研究重視企業は大学との共同研究に積極的」，仮説③「系
列企業との共同研究は重要特許を生み出さない」の仮説を提案する。本論文は，自動車業界と
硝子業界と鉄鋼業界と造船重機業界などの事例を使い，それらの仮説の検定を行い，共同研究
や共同開発と単独研究や単独開発の関係を明らかにする。最後に，本論文は，日本の大企業の
共同研究や共同開発が重要特許を生み出さない原因について考察し，新たな視点から共同研究
や共同開発を活用したイノベーションを提案する。
２章　共同研究と単独研究における特許グローバル化
2─1　共同研究と単独研究における特許グローバル化速度
　図１は，2005年から2014年の10年間の公開特許を基に調査した結果であり，日本板硝子の共
同研究や共同開発と単独研究や単独開発が及ぼす特許グローバル化への影響を示している。共
同研究（共同開発を含む）の特許グローバル化は，y＝4.7352x－9490.2　寄与率（R2）0.4761
であり，単独研究（単独開発を含む）の特許グローバル化は，y＝1.5497x－3089.4　寄与率（R2）
特許グローバル化速度による共同研究と単独研究に関する研究
- 57 -
0.1475である。共同研究の特許グローバル化速度≪4.7352≫｠６）は，単独研究の特許グローバル
化速度≪1.5497≫に比べ非常に大きく，約３倍である。日本板硝子は，共同研究や共同開発を
重視する企業であると言える。2005年から2014年の10年間の公開特許における単独出願件数と
共同出願件数から考え，日本板硝子の共同研究比率｠７）は13.9％であり，共同研究比率が非常に
高い企業である。
　日本板硝子は，2006年に英国ピルキントン社（買収当時の売上高は日本板硝子の２倍）を買
収し，世界的な板ガラス企業に成長した歴史がある。そのため，共同研究を主軸とした特許グ
ローバル化が企業戦略になっていると考えられる。日本板硝子の共同研究や共同開発は単独研
究や単独開発より重要な成果を生み出していると言える。自社以外の企業や大学や研究機関と
の共同研究を重視することが，日本板硝子の特徴である。
　日本板硝子の共同研究や共同開発において特許グローバル化に積極的な企業や大学は，ピル
キントン グループ リミテッド［100％］｠８），エヌ・ジ ・ーエフ ヨーロッパ リミテッド［100％］，
図１　日本板硝子の共同研究と単独研究における特許グローバル化速度
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６）≪　≫内は特許グローバル化速度
７）共同研究比率は，2005年から2014年の10年間の特許庁が公開する特許出願人を基に計算した。
８）［　］内は共同研究の特許グローバル化比率
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独立行政法人科学技術振興機構［100％］，京都大学［100％］，パナソニック［100％］，東京大
学［50％］，独立行政法人産業技術総合研究所［33％］，独立行政法人物質・材料研究機構［33％］，
トッパンTDKレーベル［25％］，富士通テン［25％］，日亜化学工業［25％］，本田技研［22％］，
九州大学［20％］，オリンパス［17％］である。
　日本板硝子の共同研究や共同開発において，外国特許出願せず国内特許出願だけの特許グ
ローバル化がゼロであった企業や大学は，トヨタ自動車，アルプス電気，マツダ，旭硝子，富
士通，日本無機，日本ペイント，花王，トヨタIT開発センター，新コスモス電機，コロナ宣
広社，旭テクノグラス，新日鉄エンジニアリング，富士ゼロックス，日本エーアールシー，積
水ハウス，大日本印刷，ヒロセ電機である。これらの多くは日本板硝子の顧客企業である。共
同研究の特許グローバル化速度が大きい日本板硝子は，顧客企業との共同研究に限ると特許グ
ローバル化速度は極めて小さい。
　図２は，帝人の共同研究と単独研究が及ぼす特許グローバル化への影響を示している。共同
研究の特許グローバル化は，y＝2.3491x－4707.3　寄与率（R2）0.7642であり，単独研究の特
許グローバル化は，y＝－0.4721x＋960.64　寄与率（R2）0.0767である。共同研究の特許グロー
バル化速度≪2.3491≫は，単独研究の特許グローバル化速度≪－0.4721≫に比べ非常に大きい。
図２　帝人の共同研究と単独研究における特許グローバル化速度
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単独研究の特許グローバル化速度はマイナスである。つまり，単独研究は特許グローバル化に
反して国内指向を強めていると言える。反面，共同研究の特許グローバル化は非常に大きく，
単独研究と明確な相違を示している。帝人は，共同研究や共同開発を重視する企業であると言
える。帝人の共同研究比率は19.0％であり，共同研究比率が非常に高い企業である。
　帝人の共同研究や共同開発において特許グローバル化に積極的な企業や大学は，メドレック
ス［100％］，東京大学［100％］，独立行政法人国立高等専門学校機構［100％］，マーレ フィ
ルターシステムズ［50％］，金沢大学［50％］，独立行政法人産業技術総合研究所［33％］，北
海道大学［33％］，名古屋大学［29％］，京都工芸繊維大学［17％］，武蔵野化学研究所［16％］，
帝人化成［14％］，帝人デュポンフィルム［11％］，東京工業大学［９％］，独立行政法人物質・
材料研究機構［８％］である。
　帝人の共同研究や共同開発において特許グローバル化がゼロであった企業や大学は，帝人
ファイバー，日本ビー・ケミカル，神戸大学，信州大学，東洋ゴム工業，川口化学工業，筑波
大学，タナカフォーサイト，リオン株式会社，財団法人土木研究センター，三星エスディアイ，
アンファー株式会社，信越化学工業，豊田中央研究所，独立行政法人宇宙航空研究開発機構，
マツダ，オンキヨー，日本電気，セイコーエプソン，シークワル・テクノロジーズ・インコー
ポレイテッド，村田製作所，山梨ティー・エル・オーである。
　図３は，日産自動車の共同研究と単独研究が及ぼす特許グローバル化速度への影響を示して
いる。共同研究の特許グローバル化は，y＝1.1679x－2343.5　寄与率（R2）0.6021であり，単
独研究の特許グローバル化は，y＝0.8188x－1643.3　寄与率（R2）0.6694である。共同研究の
特許グローバル化速度≪1.1679≫は，単独研究の特許グローバル化速度≪0.8188≫に比べ大き
く1.4倍である。日産自動車は，単独研究や単独開発よりも共同研究や共同開発を重視する企
業であると言える。日産自動車の共同研究比率は13.1％であり，共同研究比率が高い企業であ
ると言える。
　日産自動車の共同研究や共同開発において特許グローバル化に積極的な企業や大学は，株式
会社カネカ［100％］，味の素［100％］，日本電気［50％］，旭化成ケミカルズ［50％］，新日本
石油［38％］，鷺宮製作所［29％］，リケンテクノス［25％］，川崎重工［17％］，オートネット
ワーク技術研究所［17％］，熊本大学［13％］，高周波熱錬［９％］，ジヤトコ［９％］，ブリヂ
ストン［８％］，パイオラックス［６％］である。オートモーティブエナジーサプライ［４％］，
独立行政法人産業技術総合研究所［３％］，日立製作所［２％］，カルソニックカンセイ［１％］
との共同研究や共同開発は重要特許をあまり生み出していない。
　日産自動車の共同研究や共同開発において特許グローバル化がゼロであった企業や大学は，
東京大学，アルファ，ニチコン，クラリオン，矢崎総業，京都製作所，河西工業，東海ゴム工
業，サンデン，寿日立オートモティブシステムズ，日本軽金属，西川ゴム工業，富士機工，サ
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ンケン電気，花王，NOK株式会社，城南製作所，株式会社ミクニ，トヨタ自動車，デンソー，
小糸製作所，東海理化電機製作所，三菱重工，オーテックジャパン，日本発條，三井金属アク
ト，BASFジャパン，日立ビークルエナジー，古河スカイ，日立プラントテクノロジー，富士
電機，三菱レイヨン，ニックス，協同油脂，ヴァレオジャパン，シロキ工業，東洋製罐，イワ
タボルト，沖電気工業，セイコーインスツル，富士通テレコムネットワークス，日本電産トー
ソク，日本ペイント，富士通，日本バイリーンである。
　以上のように，日産自動車の共同研究や共同開発は非常に活発に行われているが，特許グロー
バル化は十分とは言えない。その理由は，特許グローバル化を目指して共同研究する企業はあ
るが，国内特許だけに限られた共同研究企業がかなり多いためである。しかし，日産自動車の
単独研究の特許グローバル化よりも，共同研究の特許グローバル化が高いことも事実であり，
共同研究や共同開発を積極展開することは今後とも重要である。日産自動車と競合するトヨタ
自動車との共同研究や共同開発が行われているが，両社の共同研究は重要特許を生み出してな
い。トヨタ系列であるデンソー，小糸製作所，東海理化電機製作所と日産自動車の共同研究は，
国内特許だけであり外国特許を出願していない。反面，日産自動車の系列企業であるジヤトコ
図３　日産自動車の共同研究と単独研究における特許グローバル化速度
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と日産自動車の両社は外国特許出願を行っている。自社系列内の共同研究で重要特許を確保す
ることを日産自動車は忘れていない。
　図４は，東レの共同研究と単独研究が及ぼす特許グローバル化速度への影響を示している。
共同研究の特許グローバル化は，y＝2.4721x－4955.5　寄与率（R2）0.8512であり，単独研究
の特許グローバル化は，y＝2.1576x－4327.1　寄与率（R2）0.9255である。共同研究の特許グロー
バル化速度≪2.4721≫は，単独研究の特許グローバル化速度≪2.1576≫に比べ少し大きい。東
レの共同研究比率は6.9％である。
　東レの共同研究や共同開発で特許グローバル化に積極的な企業や大学は，YKK［100％］，
独立行政法人国立長寿医療研究センター［100％］，芝浦メカトロニクス［100％］，オンワード
ホールディングス［100％］，トウレ プラスチックス アメリカ インコーポレイテッド［100％］，
国立感染症研究所［75％］，日東電工［75％］，東京都医学研究機構［64％］，三井化学［50％］，
東京大学［50％］，JX日鉱日石エネルギー［50％］，富士フイルム［50％］，京都大学［47％］，
矢崎総業［33％］，美津濃［33％］，ゼファ ［ー33％］，千代田化工建設［29％］，三菱重工［25％］，
神戸大学［25％］，北里研究所［20％］，第一工業製薬［20％］，大阪大学［14％］，独立行政法
人産業技術総合研究所［13％］，独立行政法人理化学研究所［11％］である。
図４　東レの共同研究と単独研究における特許グローバル化速度
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　東レの共同研究や共同開発で特許グローバル化がゼロであった企業は，日産自動車，カルソ
ニックカンセイ，トヨタ自動車，トヨタ紡織，アイシン精機，アイシン化工，三菱自動車，清
水建設，旭化成せんい，パナソニック，三井造船，水道機工，大京化学，帝人テクノプロダク
ツ，参天製薬，独立行政法人国立病院機構，大日本印刷，日本製鋼所，帝人ファイバー，独立
行政法人農業生物資源研究所，富士重工，富士電機，独立行政法人海洋研究開発機構，ダイワ
ボウホールディングス，豊田鉄工，古河電気工業，白鶴酒造，オムロン，大王製紙，島精機製
作所，日立プラントテクノロジー，大日コンクリート，ショーボンド建設，日本ゼオン，日立
マクセル，東邦化学工業，中部特殊合板，ワコール，日本信号旗，石川島プラント建設，日本
シール，首都高速道路公団，村田機械，東洋ゴム工業，日本電気，ジェイフィルム，佐伯建設，
阪急ホールディングス，京セラ，日立化成ポリマー，ライオン，三木特種製紙，アステラス製
薬，デサント，クラレ，キヤノン，三光合成，中外商工，資生堂，TDK，石川島播磨，花王，
国立循環器病センター，独立行政法人港湾空港技術研究所などである。これらの東レの顧客企
業との共同研究や共同開発は，重要特許をまったく生み出していない。
　東レは，東京工業大学，名古屋大学，九州大学，福岡大学，立命館，東京女子医科大，豊橋
技術科学大学，首都大学東京，独立行政法人国立高等専門学校機構などの大学との共同研究が
多い。また，東レは，関連会社との共同研究や共同開発も積極的である。主な企業は，東レコー
テックス［25％］，東レインターナショナル［14％］，東レフィルム加工［13％］，東レエンジ
ニアリング［13％］，東レ・モノフィラメント［０％］，東レ・デュポン［０％］，東レ建設［０％］，
東レ・ファインケミカル［０％］，東レバッテリーセパレータフィルム［０％］，東レペフ加工
品［０％］がある。以上のように，東レの共同研究や共同開発は非常に活発に行われているが，
特許グローバル化は十分とは言えない。その理由は，国内特許だけに限られた共同研究や共同
開発が多いためである。今後，東レは単独研究よりも，特許グローバル化を高める共同研究や
共同開発を拡大することが大切である。
　図５は，川崎重工の共同研究と単独研究が及ぼす特許グローバル化速度への影響を示してい
る。共同研究の特許グローバル化は，y＝1.0648x－2133.6　寄与率（R2）0.3527であり，単独
研究の特許グローバル化は，y＝0.8885x－1782　寄与率（R2）0.6737である。共同研究の特許
グローバル化速度≪1.0648≫は，単独研究の特許グローバル化速度≪0.8885≫に比べ僅かに大
きい。川崎重工の共同研究比率は13.2％であり，非常に高い。
　川崎重工の共同研究や共同開発で特許グローバル化に積極的な企業や大学は，徳島大学
［100％］，新日鉄住金マテリアルズ［50％］，西日本旅客鉄道［33％］，ボッシュ［33％］，独立
行政法人産業技術総合研究所［25％］，神戸大学［20％］，島津製作所［20％］，日本航空宇宙
工業会［18％］，日産自動車［17％］，住友軽金属工業［13％］，東日本旅客鉄道［５％］である。
　川崎重工の共同研究や共同開発で特許グローバル化がゼロであった企業や研究機関や大学
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は，防衛省，宇宙航空研究開発機構，独立行政法人海上技術安全研究所，日本原子力研究開発
機構，公益財団法人地球環境産業技術研究機構，関西電力，明電舎，東京大学，名古屋大学，
金沢工業大学，長岡技術科学大学，学校法人電波学園，独立行政法人国立高等専門学校機構，
鹿島建設，大成建設，大林組，住友ベークライト，東洋インキSCホールディングス，住友電
工ハードメタル，阪神高速道路，株式会社ミクニ，株式会社KCM，東洋ゴム工業，新日鐵住金，
IHI，財団法人新産業創造研究機構，大日本印刷，ケーヒンである。
　図６は，三菱重工の共同研究と単独研究が及ぼす特許グローバル化速度への影響を示してい
る。共同研究の特許グローバル化は，y＝0.3588x－715.06　寄与率（R2）0.0628であり，単独
研究の特許グローバル化は，y＝0.6273x－1258.2　寄与率（R2）0.8247である。共同研究の特
許グローバル化速度≪0.3588≫は，単独研究の特許グローバル化速度≪0.6273≫に比べ僅かに
小さい。三菱重工は，単独研究や単独開発を重視する企業である。三菱重工の共同研究比率は
5.3％であり，共同研究や共同開発が少ない企業である。
　三菱重工の共同研究や共同開発で特許グローバル化に積極的な企業や大学は，島津製作所
［100％］，三菱瓦斯化学［100％］，ブローム ウント フォス リペア ゲ―エムベーハ ［ー100％］，
図５　川崎重工の共同研究と単独研究における特許グローバル化速度
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コーメテック，インコーポレイテッド［100％］，イーグル工業［33％］，アルパテック［33％］，
ツィンファ ユニバーシティ［17％］である。三菱重工鉄構エンジニアリング［５％］，独立行
政法人産業技術総合研究所［３％］，トヨタ自動車［２％］との共同研究や共同開発で重要特
許が僅かに生み出されている。三菱重工の共同研究や共同開発で特許グローバル化がゼロで
あった企業は，住友精密工業，三菱重工コンプレッサ，独立行政法人日本原子力研究開発機構，
独立行政法人物質・材料研究機構などである。
　図７は，村田製作所の共同研究と単独研究が及ぼす特許グローバル化速度への影響を示して
いる。共同研究の特許グローバル化は，y＝2.6079x－5228.7　寄与率（R2）0.6632であり，単
独研究の特許グローバル化は，y＝3.5079x－7026.4　寄与率（R2）0.4834である。単独研究の
特許グローバル化速度≪3.5079≫は，共同研究の特許グローバル化速度≪2.6079≫に比べ大き
く，約1.3倍である。村田製作所の共同研究比率は3.1％であり，共同研究が非常に少ない企業
である。村田製作所は，共同研究や共同開発よりも単独研究や単独開発を重視する企業である
と言える。
　村田製作所の共同研究や共同開発で特許グローバル化に積極的な企業や大学は，ナルックス
株式会社［100％］，エスペック株式会社［100％］，同志社［75％］，東北大学［67％］，京都大
図６　三菱重工の共同研究と単独研究における特許グローバル化速度
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学［50％］，関西大学［50％］，千住金属工業［50％］，オムロンヘルスケア［25％］，大阪大学
［17％］，独立行政法人物質・材料研究機構［14％］である。
　村田製作所の共同研究や共同開発で特許グローバル化がゼロであった企業は，デンソー，東
芝，シーデックス，岩谷産業，ソニー，クラレ，株式会社SNT，日本写真印刷，イー・ピー・
アイ，前田建設工業，沖縄計測，山九，花王，安川電機，日立製作所，ホーチキ，日産自動車，
日本化薬，原子燃料工業，エヌ・ティ・ティ・ドコモ，DSP応用技術研究所，独立行政法人産
業技術総合研究所である。村田製作所は，共同研究や共同開発を行う企業がかなり限定されて
いる。これが，村田製作所が共同研究よりも単独研究を重視する主な要因であると考えられる。
　図８は，旭硝子の共同研究と単独研究が及ぼす特許グローバル化速度への影響を示している。
共同研究の特許グローバル化は，y＝2.2388x－4478.7　寄与率（R2）0.4683であり，単独研究
の特許グローバル化は，y＝3.1461x－6294.2　寄与率（R2）0.5801である。単独研究の特許グロー
バル化速度≪3.1461≫は，共同研究の特許グローバル化速度≪2.2388≫に比べ大きく，約1.4倍
である。旭硝子の共同研究比率は9.5％である。旭硝子は，共同研究や共同開発よりも単独研
究や単独開発を重視する企業である。
図７　村田製作所の共同研究と単独研究における特許グローバル化速度
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　旭硝子の共同研究や共同開発で特許グローバル化に積極的な企業や大学は，エージーシー 
グラス ユーロップ［100％］，エージーシー フラット グラス ノース アメリカ，インコーポレ
イテッド［100％］，株式会社ササクラ［100％］，科研製薬［100％］，財団法人理工学振興会［100％］，
鹿島ケミカル［100％］，三好化成［100％］，日油株式会社［100％］，長岡技術科学大学［100％］，
大学共同利用機関法人 高エネルギー加速器研究機構［100％］，ルネサスエレクトロニクス
［100％］，積水化学工業［100％］，パナソニック［75％］，クラレ［50％］，神奈川科学技術ア
カデミ ［ー50％］，三井化学ポリウレタン［50％］，京都大学［50％］，パーカーコーポレーショ
ン［50％］，富士紡ホールディングス［50％］，セイミケミカル［37％］，東京工業大学［33％］，
宇部興産［25％］，参天製薬［20％］，キノテック・ソーラーエナジ ［ー18％］，エヌ・ティ・ティ・
アドバンステクノロジ［17％］，三井化学［14％］，神戸製鋼所［13％］，東京大学［７％］な
どである。
　旭硝子の共同研究や共同開発で特許グローバル化がゼロであった企業や大学は，トヨタ自動
車，トヨタ車体，本田技研，トヨタ学園，三菱重工，三井造船，中部電力，日立製作所，東日
本高速道路，山九，フジプレアム，浜松ホトニクス，スタンレー電気，大同特殊鋼，富士フイ
ルム，ノリタケカンパニーリミテド，三菱電機，日本電気，出光興産，日立化成，大日本イン
図８　旭硝子の共同研究と単独研究における特許グローバル化速度
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キ化学工業，大日本印刷，味の素である。
　旭硝子の共同研究相手は，大学が大変多く，大阪大学，東北大学，早稲田大学，北海道大学，
東京理科大学，東京農工大学，山梨大学，豊橋技術科学大学，福井大学がある。また，大成建
設，大林組，西松建設，竹中工務店，清水建設，現代建築研究所などの建設会社との共同研究
や共同開発も活発であるが，重要特許はまったく生み出されていない。旭硝子の特許グローバ
ル化速度は，共同研究や共同開発ではなく単独研究や単独開発によるところが大きい。
　図９は，日立製作所の共同研究と単独研究が及ぼす特許グローバル化速度への影響を示して
いる。共同研究の特許グローバル化は，y＝0.2242x－445.9　寄与率（R2）0.1217であり，単独
研究の特許グローバル化は，y＝1.4242x－2857.4　寄与率（R2）0.7295である。単独研究の特
許グローバル化速度≪1.4242≫は，共同研究の特許グローバル化速度≪0.2242≫に比べ大きく，
約6.4倍である。日立製作所の共同研究比率は6.3％であり，共同研究がかなり少ない。日立製
作所は，共同研究や共同開発よりも単独研究や単独開発を重視する企業であることは間違い
な｠い。
　日立製作所の共同研究や共同開発で特許グローバル化に積極的な企業や大学は，スパンショ
ン エルエルシー［100％］，東京農工大学［100％］，マン ウント フンメル ゲーエムベーハー
［100％］，ザ ユニバーシティ オブ ノース カロライナ アット チャペル ヒル［100％］，シャー
図９　日立製作所の共同研究と単独研究における特許グローバル化速度
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プ［67％］，レノメディクス研究所［60％］，サンコール［50％］，凸版印刷［43％］，インフェー
ズ テクノロジィズ インコーポレイテッド［40％］，日立粉末冶金［25％］，日立メディコ［23％］，
東北大学［20％］，東京製綱［14％］，三菱電機［10％］，東京大学［９％］である。日立金属［８％］，
日立化成工業［６％］，日立ビルシステム［１％］などの系列企業との共同研究や共同開発で
僅かながら重要特許が生まれている。
　日立製作所の共同研究や共同開発で特許グローバル化がゼロであった企業は，コンピュータ 
アンド オートメーション リサーチ インスティテュート，ハンガリアン アカデミー オブ サイ
エンシズ，JX日鉱日石エネルギー，独立行政法人産業技術総合研究所，日立アプライアンス，
アラクサラネットワークス，旭化成エレクトロニクス，戸田建設，日本航空電子工業，阪神高
速技術である。
　図10は，トヨタ自動車の共同研究と単独研究が及ぼす特許グローバル化速度への影響を示し
ている。共同研究の特許グローバル化は，y＝0.2673x－535.61　寄与率（R2）0.7836であり，
単独研究の特許グローバル化は，y＝2.0315x－4077.1　寄与率（R2）0.6787である。単独研究
の特許グローバル化速度≪2.0315≫は，共同研究の特許グローバル化速度≪0.2673≫に比べ大
図10　トヨタ自動車の共同研究と単独研究における特許グローバル化速度
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きく，約7.6倍である。トヨタ自動車の共同研究比率は8.5％である。トヨタ自動車は，共同研
究や共同開発よりも単独研究や単独開発を重視する企業であると言える。
　トヨタ自動車の共同研究や共同開発で特許グローバル化に比較的熱心な企業や大学は，新日
鐵住金［17％］，住友化学［15％］，ランズバーグ・インダストリー［14％］，横浜ゴム［13％］，
ヤマハ発動機［11％］，日本ガスケット［９％］，独立行政法人産業技術総合研究所［６％］，
独立行政法人物質・材料研究機構［６％］，独立行政法人理化学研究所［５％］，富士重工業［４％］，
東海ゴム工業［３％］である。
　トヨタ車体［２％］，豊田自動織機［２％］，豊田中央研究所［２％］，関東自動車工業［２％］，
日野自動車［２％］，三菱重工［２％］，東洋ゴム工業［２％］，アイシン精機［１％］，アイシ
ン・エィ・ダブリュ［１％］，ダイハツ［１％］，トヨタ紡織［0.9％］，矢崎総業［0.8％］，ト
ヨタIT開発センター［0.4％］，住友電気工業［0.6％］，東海理化電機製作所［0.6％］，東海理
化電機製作所［0.5％］，デンソ ［ー0.4％］，日本自動車部品総合研究所［0.2％］，豊田合成［0.3％］
の系列企業などの共同研究や共同開発は，重要特許をあまり生み出していない。
　トヨタ自動車の共同研究や共同開発で特許グローバル化がゼロであった企業や大学は，パナ
ソニック，ブリヂストン，京セラ，日立製作所，東芝，ジェイテクト，小島プレス工業，住友
電装，オートネットワーク技術研究所，富士通テン，日立電線，古河電気工業，株式会社ニフ
コ，トヨタ学園，タカタ，日本精工，NOK株式会社，三井化学，株式会社ミツバ，日立造船，
不二越，富士電機システムズ，トヨタマップマスター，三菱化学，小糸製作所である。トヨタ
自動車は，幅広い分野の企業と多くの共同研究や共同開発を行っているが，それらは重要特許
をほとんど生み出していない。
2─2　共同研究重視企業と単独研究重視企業における特許グローバル化速度
　図11は，特許グローバル化速度から見た共同研究重視企業と単独研究重視企業を示したもの
である。図１から図10で得られた共同研究の特許グローバル化速度から単独研究の特許グロー
バル化速度を引き算した結果を図11に示している。すなわち，正の数字の企業が共同研究重視
企業であり，その数字が大きいほど共同研究や共同開発を重視する度合いが大きい企業である。
逆に，負の数字の企業が単独研究重視企業であり，その数字が小さいほど単独研究や単独開発
を重視する度合いが大きい企業である。
　共同研究や共同開発を重視する企業は，日本板硝子，帝人，日産自動車，東レ，川崎重工の
５社である。なかでも，日本板硝子，帝人の２社は共同研究や共同開発が単独研究や単独開発
より非常に多く，外国出願する重要な研究は単独研究ではなく共同研究や共同開発で行う企業
である。換言すれば，これらの企業は，自社にないアイデアや知恵を他社から得る社風が強く
多様性を重視する企業である。
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　単独研究や単独開発を重視する企業は，トヨタ自動車，日立製作所，旭硝子，村田製作所，
三菱重工の５社である。なかでも，トヨタ自動車，日立製作所，旭硝子，村田製作所の４社は，
単独研究や単独開発が共同研究や共同開発より非常に多く，外国出願する重要な研究は共同研
究ではなく単独研究や単独開発で行う企業である。言い換えれば，これらの企業は，重要な研
究開発に関して自社の研究開発力を信じ他社に頼らない自前主義の強い企業である。
　トヨタ自動車は単独研究や単独開発を重視し，日産自動車は共同研究や共同開発を重視して
いる。これは同じ自動車業界でまったく逆の研究開発戦略である。また，硝子業界において，
旭硝子は単独研究や単独開発を重視し，日本板硝子は共同研究や共同開発を重視する研究開発
戦略を採用しており，相違が明らかになった。川崎重工は共同研究や共同開発を重視する企業
であるが，三菱重工は単独研究や単独開発を重視する企業であることが分かった。また，東レ，
帝人の繊維業界の２社は，いずれも共同研究や共同開発を重視している。
　今までの共同研究に関する論文は，共同研究件数や共同研究比率が多い，または，少ないだ
けの議論で，企業の研究開発における共同開発の重要性を論じてきた。しかし，本論文は，企
業が費用と時間と人手を考え重要特許だけを外国出願している事実から，外国出願特許の増加
速度，すなわち，特許グローバル化速度に着目することにより，共同研究重視企業と単独研究
重視企業を峻別した。そこで，従来の論文による共同研究重視企業と単独研究重視企業とは，
異なる結論を導くことができた。たとえば，トヨタ自動車は，非常に多くの共同研究や共同開
図11　特許グローバル化速度から見た単独研究重視企業と共同研究重視企業
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発を行っており，共同研究比率も比較的高い。しかし，本論文では，トヨタ自動車は共同研究
や共同開発よりも単独研究や単独開発を重視する企業であると断定する。さらに，本論文は，
その共同研究や単独研究を重視する度合いを特許グローバル化速度で定量化した結果，10社の
中でトヨタ自動車は単独研究や単独開発を重視する度合いが最も高いことが判明した。次に，
単独研究や単独開発を重視する企業は日立製作所である。このように特許グローバル化速度は，
単独研究重視企業を客観的に数値で把握でき，研究開発戦略の定量分析を可能にする。
　一方，日本板硝子は，単独研究や単独開発で得られた成果より，共同研究や共同開発で得ら
れた成果を重要と考え，共同研究や共同開発の成果を外国出願する企業である。すなわち，日
本板硝子は，典型的な共同研究重視企業である。上述のように，旭硝子が単独研究重視企業で
あり，同じ業界の日本板硝子は，まったく異なる共同研究重視企業であることが分かった。日
本板硝子の次に共同研究を重視する企業は，帝人である。日産自動車，東レ，川崎重工が，単
独研究よりも共同研究や共同開発を重視していることが判明した。トヨタ自動車と日産自動車，
旭硝子と日本板硝子，三菱重工と川崎重工のように，同じ業界で単独研究重視企業と共同研究
重視企業が共存していることを明確にし，それぞれを定量化することができた。
2─3　共同研究比率が及ぼす共同研究の特許グローバル化速度への影響
　図12は，川崎重工，日産自動車，トヨタ自動車，日立製作所，三菱重工，村田製作所の共同
研究比率の2005年から2014年の10年間の推移を示したものである。図12のように，企業の共同
研究比率は，それぞれの企業で特徴的な動きをしている。村田製作所の共同研究比率は，２％
から４％までの範囲を低位安定し，三菱重工の共同研究比率は，５％から６％の範囲を低位安
定し，日立製作所の共同研究比率はほぼ６％程度である。他方，トヨタ自動車の共同研究比率
は，2011年に約10％だったが，年々減少して2014には６％にまで低下している。逆に，川崎重
工と日産自動車の共同研究比率は，2011年に約10％だったが，年々増加して2014年には15％と
12.5％に上昇している。図11で示したように，共同研究比率が上昇している川崎重工と日産自
動車は，共同研究重視企業であり，共同研究比率が低下しているトヨタ自動車は，単独研究重
視企業である。共同研究開発比率が低位安定している日立製作所，三菱重工，村田製作所は，
いずれも単独研究重視企業である。
　図13は，共同研究比率と図11で求めた共同研究と単独研究の特許グローバル化速度を最小二
乗法による関係を示している。図13が示すように，共同研究比率と特許グローバル化速度は比
較的良い相関関係があることが判明した。得られた近似直線は，y＝0.256x－2.3632　寄与率（R2）
0.56である。しかし，本論文は，この関係が得られたことを主張したいのではなく，相関関係
のバラツキが大きく寄与率も大きくない点に着目し，共同研究比率以外の隠されている要因を
研究することが，本論文の主眼である。
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図12　 川崎重工、日産自動車、トヨタ自動車、日立製作所、 
三菱重工、村田製作所の共同研究比率の変化 
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図13　共同研究比率と共同研究と単独研究の特許グローバル化速度差の関係
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2─4　大学と民間企業の共同研究が及ぼす特許グローバル化速度への影響
　図14は，大学との共同研究における特許グローバル化速度を示したものである。村田製作所
と大学との特許グローバル化の最小二乗法による近似直線は，y＝7.3545x－14750　寄与率（R2）
0.3839である。つまり，図11に示したように単独研究重視企業である村田製作所は，大学との
共同研究による特許グローバル化速度がずば抜けて高く，≪7.35≫である。図７に示したよう
に村田製作所の共同研究の特許グローバル化速度は≪2.6079≫であり，大学との共同研究の特
許グローバル化速度は2.8倍であり，それらの特許グローバル化速度差は【4.75】｠９）である。
　村田製作所は，単独研究や単独開発で得られた成果を重視する企業であるが，同時に，大学
との共同研究で得られた成果も大変重視し，多くの重要特許を生み出していることが判明した。
逆に，民間企業との共同研究や共同開発から得られた成果はほとんど国内出願である。村田製
作所は，大学との共同研究を戦略的な研究開発に位置づけており，なかでも，同志社，東北大
学，京都大学，関西大学，大阪大学との共同研究が非常に活発である。逆に，村田製作所との
共同研究や共同開発する企業は，デンソー，東芝，ソニー，クラレ，前田建設工業，山九，花
王，安川電機，日立製作所，日産自動車，日本化薬，原子燃料工業，エヌ・ティ・ティ・ドコ
図14　大学との共同研究における特許グローバル化速度
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９）【　】内の値が，正の数字で大きければ大きい程，大学との共同研究を重視する企業を表し，負の数字で小
さければ小さい程，民間企業との共同研究を重視する企業であることを表す。
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モなど，村田製作所の顧客企業である。このように，村田製作所と民間企業との共同研究や共
同開発は，お客様とお付き合いで研究開発する場合がほとんどである。そのため，それらの共
同研究や共同開発の成果は，国内特許を出願するが，外国特許を出願できるような重要特許が
ほとんど生み出されていない。
　次に，大学との共同研究の特許グローバル化速度が大きいのは東レである。東レと大学との
共同研究の特許グローバル化の最小二乗法による近似直線は，y＝3.7624x－7546.6　寄与率（R2）
0.3524である。東レと大学の共同研究の特許グローバル化速度は≪3.7624≫である。図４で示
したように，東レの共同研究の特許グローバル化速度は≪2.4721≫であり，それらの特許グロー
バル化速度差は【1.29】である。すなわち，東レは，大学との共同研究で得られた成果を，民
間企業との共同研究よりも重視していると言える。東レは，なかでも，東京大学，京都大学，
神戸大学，大阪大学との共同研究を重要と考えている。逆に，日産自動車，トヨタ自動車，三
菱自動車，富士重工，トヨタ紡織，アイシン精機，清水建設，三井造船，大日本印刷，日本製
鋼所，大王製紙，日本電気，京セラ，キヤノン，資生堂，TDK，花王などの民間企業との共
同研究の成果は，国内特許出願だけで外国特許出願するような重要特許がほとんどない。
　次に，大学との共同研究の特許グローバル化速度が大きいのは川崎重工である。川崎重工と
大学との共同研究の特許グローバル化の最小二乗法による近似直線は，y＝2.3218x－4657.4　
寄与率（R2）0.1526である。川崎重工と大学の共同研究の特許グローバル化速度は≪2.3218≫
である。図５で示したように，川崎重工の共同研究の特許グローバル化速度は≪1.0648≫であ
り，それらの特許グローバル化速度差は【1.26】である。つまり，川崎重工は，大学との共同
研究で得られた成果を，民間企業との共同研究よりも重視していると言える。川崎重工は，神
戸大学や徳島大学との共同研究を重視している｠10）。
　川崎重工と民間企業との共同研究は，関西電力，鹿島建設，大成建設，大林組，住友ベーク
ライト，阪神高速道路，東洋ゴム工業，新日鐵住金，IHIなどであるが，国内特許出願が多く，
外国特許出願するような重要特許が生まれていない。川崎重工の共同研究相手は，防衛省，宇
宙航空研究開発機構，独立行政法人海上技術安全研究所などの日本の防衛関連が多い。そのた
め，たとえ重要特許があっても外国企業に先に国内特許を取られないだけの目的で，日本国内
だけに防衛特許を出願し，外国出願を控えている可能性が高い。これは，日本が武器輸出を禁
じているためである。ちなみに，日本に出願された発明はすべて公開されるのが原則であるが，
例外的に日本の国防に悪影響を及ぼすと考えられる特許は公開されない場合がある。
10）神戸大学と川崎重工の共同研究：WO2009/125598「ポリエーテルスルホン製の親水性ろ過膜，その製造方
法及び製膜原液」，徳島大学と川崎重工の共同研究：WO2011/027389「リグノセルロース系バイオマスか
らエタノールを製造する方法」
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　次に，大学との共同研究の特許グローバル化速度が大きいのは日立製作所である。日立製作
所と大学との共同研究の特許グローバル化の最小二乗法による近似直線は，y＝2.0273x－
4065.4　寄与率（R2）0.4787である。日立製作所と大学の共同研究の特許グローバル化速度は
≪2.0273≫である。図９で示したように，日立製作所の共同研究の特許グローバル化速度は
≪0.2242≫であり，それらの特許グローバル化速度差は【1.80】である。つまり，日立製作所は，
大学との共同研究で得られた成果を，民間企業との共同研究よりも重視していると言える。特
に，東北大学，東京農工大学，東京大学，京都大学などの共同研究が活発である。なかでも，
磁性半導体の研究で有名な東北大学の大野英男教授との共同研究による重要特許出願が非常に
多い｠11）。
　次に，大学との共同研究の特許グローバル化速度が大きいのは日本板硝子である。日本板硝
子と大学との共同研究の特許グローバル化の最小二乗法による近似直線は，y＝1.8176x－
3625.7　寄与率（R2）0.0221である。日本板硝子と大学の共同研究の特許グローバル化速度は
≪1.8176≫である。図１で示したように，日本板硝子の共同研究の特許グローバル化速度は
≪4.7352≫であり，それらの特許グローバル化速度差は【－2.92】である。日本板硝子は，東
京大学，京都大学，大阪大学，九州大学と共同研究をしている。しかし，日本板硝子は，大学
との共同研究で得られた成果を，民間企業との共同研究や共同開発よりも重視せず，民間企業
との共同研究や共同開発の成果を重要と考えている。
　次に，大学との共同研究の特許グローバル化速度が大きいのは三菱重工である。三菱重工と
大学との共同研究の特許グローバル化の最小二乗法による近似直線は，y＝1.4394x－2885.2　
寄与率（R2）0.0792である。三菱重工と大学の共同研究の特許グローバル化速度は≪1.4394≫
である。図６で示したように，三菱重工の共同研究の特許グローバル化速度は≪0.3588≫であ
り，それらの特許グローバル化速度差は【1.08】である。つまり，三菱重工は，大学との共同
研究で得られた成果を，民間企業との共同研究や共同開発よりも重視していると言える。
　次に，大学との共同研究の特許グローバル化速度が大きいのは旭硝子である。旭硝子と大学
との共同研究の特許グローバル化の最小二乗法による近似直線は，y＝1.3455x－2695.4　寄与
11）東北大学と日立製作所の共同研究：WO2012/004883「磁気抵抗効果素子及びそれを用いたランダムアクセ
スメモリ」，WO2012/004882「磁気メモリセル及び磁気ランダムアクセスメモリ」，WO2011/152281「磁気
抵抗効果素子及び磁気メモリ」，WO2011/108359「磁気メモリセル及び磁気ランダムアクセスメモリ」，
WO2010/125641「トンネル磁気抵抗効果素子，それを用いた磁気メモリセル及びランダムアクセスメモリ」，
東京大学と日立製作所の共同研究：WO2012/105705「光学フィルタリングデバイス，並びに欠陥検査方法
及びその装置」，WO2005/094701「超音波照射方法及び超音波照射装置」，京都大学と日立製作所の共同研究：
WO2006/025275「有機半導体発光装置およびそれを用いた表示装置」，東京農工大学と日立製作所の共同
研究：WO2010/087466「PCRチャンバーの調製方法およびPCRキット」
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率（R2）0.1064である。旭硝子と大学の共同研究の特許グローバル化速度は≪1.3455≫である。
図８で示したように，旭硝子の共同研究の特許グローバル化速度は≪2.2388≫であり，それら
の特許グローバル化速度差は【－0.89】である。つまり，旭硝子は，大学との共同研究で得ら
れた成果を，民間企業との共同研究や共同開発よりも重視していない。
　次に，大学との共同研究の特許グローバル化速度が大きいのは日産自動車である。日産自動
車と大学との共同研究の特許グローバル化の最小二乗法による近似直線は，y＝0.8867x－
1779.1　寄与率（R2）0.453である。日産自動車と大学の共同研究の特許グローバル化速度は
≪0.8867≫である。図３で示したように，日産自動車の共同研究の特許グローバル化速度は
≪1.1679≫であり，それらの特許グローバル化速度差は【－0.28】である。つまり，日産自動
車は，大学との共同研究で得られた成果を，民間企業との共同研究よりも重視していないと言
える。
　次に，大学との共同研究の特許グローバル化速度が大きいのはトヨタ自動車である。トヨタ
自動車と大学との共同研究の特許グローバル化の最小二乗法による近似直線は，y＝0.8412x－
1687.5　寄与率（R2）0.7332である。トヨタ自動車と大学の共同研究の特許グローバル化速度
は≪0.8412≫である。図10で示したように，トヨタ自動車の共同研究の特許グローバル化速度
は≪0.2673≫であり，それらの特許グローバル化速度差は【0.57】である。つまり，トヨタ自
動車は，大学との共同研究で得られた成果を，民間企業との共同研究や共同開発よりも重視し
ていると言える。
　大学との共同研究の特許グローバル化速度が最も小さいのは帝人である。帝人と大学との共
同研究の特許グローバル化の最小二乗法による近似直線は，y＝－2.2539x＋4551.1　寄与率（R2）
0.0447である。帝人と大学の共同研究の特許グローバル化速度は≪－2.2539≫である。図２で
示したように，帝人の共同研究の特許グローバル化速度は≪2.3491≫であり，それらの特許グ
ローバル化速度差は【－4.60】である。つまり，帝人は，大学との共同研究で得られた成果を
重視せず，逆に，民間企業との共同研究や共同開発を重視する企業である。帝人は，東京大学，
金沢大学，北海道大学，名古屋大学，京都工芸繊維大学，東京工業大学，神戸大学，信州大学
などと共同研究を行っているが，外国特許出願が減少している。逆に，メドレックス｠12）やマー
レフィルターシステムズなどの民間企業や，帝人化成や帝人デュポンフィルムなどの系列企業
との共同研究や共同開発が活発であり，それらの成果は外国出願することが多い。このように
帝人は民間企業との共同研究重視企業である。
12）メドレックス社ホームページ：メドレックスは，生体分解性樹脂から成る微小針集合体（マイクロニード
ルアレイ）によって，現在は注射しか投与手段のないワクチンや核酸医薬・タンパク医薬等の，無痛経皮
投与システムを確立すべく，帝人と共同で研究開発に取り組んでいる。
特許グローバル化速度による共同研究と単独研究に関する研究
- 77 -
　図15は，大学との共同研究重視企業と，民間企業との共同研究重視企業の特許グローバル化
速度差を順番に並べたものである。大学との共同研究重視企業は，村田製作所，日立製作所，
東レ，川崎重工，三菱重工，トヨタ自動車の６社である。なかでも，村田製作所が典型的な大
学との共同研究を重視する企業であり，その特許グローバル化速度差は非常に大きい。民間企
業との共同研究重視企業は，帝人，日本板硝子，旭硝子，日産自動車の４社である。なかでも，
帝人は典型的な民間企業との共同研究を重視する企業であり，その特許グローバル化速度差は
非常に小さい。
３章　単独研究重視企業と共同研究重視企業
3─1　トヨタ自動車と日産自動車
　図11で示したように，トヨタ自動車は単独研究重視企業であり，日産自動車は共同研究重視
企業である。また，図15で示したように，トヨタ自動車は大学との共同研究重視企業であり，
日産自動車は民間企業との共同研究重視企業である。同じ自動車業界で，何故，このような明
図15　 大学との共同研究重視、民間企業との共同研究重視を判別する 
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瞭な相違が存在するのかを考察する。
　図16は，2012年から2014年の直近３年間のトヨタ自動車の共同研究相手における特許グロー
バル化比率を表したものである。トヨタ自動車の単独研究や単独開発の特許グローバル化比率
は15.9％（16154件中2563件が外国特許出願）で非常に大きく，明らかな単独研究重視企業で
ある。トヨタ自動車の共同研究や共同開発における特許グローバル化比率が最も大きい企業は，
新日鐵住金17.7％である｠13）。次は，大学6.0％である。このように，トヨタ自動車は単独研究や
単独開発を重視する企業であるだけでなく，共同研究相手の２番目に大学を位置付けている。
それ以下のトヨタ自動車の共同研究相手における特許グローバル化比率は，トヨタ車体が153
件中９件の外国特許出願で5.9％，豊田自動織機が162件中９件の外国特許出願で5.6％，独立行
政法人が40件中２件の外国特許出願で5.0％，富士重工が26件中１件の外国特許出願で3.9％，
アイシン精機が246件中９件の外国特許出願で3.7％，豊田中央研究所が546件中17件の外国特
許出願で3.1％，トヨタ紡織が65件中２件の外国特許出願で3.1％，矢崎総業が75件中２件の外
国特許出願で2.7％，アイシン・エィ・ダブリュが310件中５件の外国特許出願で1.6％，デンソー
図16　 トヨタ自動車の共同研究相手における特許グローバル化比較
（2012～2014年） 
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13）トヨタ自動車と新日鐵住金のSiC単結晶の特許：WO2012/127703，WO2012/090946，公開2014-201509　公
開2014-201508，公開2014-125424，公開2014-47120，公開2014-47096，公開2014-40342，公開2014-19614，
公開2014-19608，公開2013-147397，公開2013-112553，公開2013-1619，公開2012-193055，公開2012-
180244，公開2012-140267，公開2012-136388，公開2012-136386，公開2012-101960，公開2012-46384，
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が508件中４件の外国特許出願で僅か0.8％である。
　図16が示すように，単独研究の特許グローバル化比率15.9％以上は１社だけであり，共同研
究相手の11社はすべてそれ以下である。なかでも，トヨタ自動車と共同研究件数が非常に多い
デンソーが，12社の中で特許グローバル化比率が最も低く0.8％である。デンソーは，ボッシュ
と並び自動車電子部品の世界トップクラスの研究開発力を持つ企業である。しかし，トヨタ自
動車とデンソーの共同研究や共同開発では重要特許が生まれていない。トヨタ自動車の系列企
業のトヨタ車体，豊田自動織機，アイシン精機，豊田中央研究所，トヨタ紡織，アイシン・エィ・
ダブリュなどの共同研究や共同開発でも，ほとんど重要特許が生まれていない。創業当初から
の信頼し合う系列企業と，あえて重要な研究開発を控え，本当に重要な発明だけは単独研究や
単独開発を行うトヨタ自動車の姿が伺える｠14）。このことは，トヨタ自動車が研究開発において
系列企業との競争を止めない姿勢を如実に表している。
　図17は，トヨタ自動車系列の主要４社であるトヨタ車体，豊田自動織機，アイシン精機，デ
ンソーのトヨタ自動車との共同研究の特許グローバル化を示している。トヨタ車体とトヨタ自
動車の共同研究の特許グローバル化は，y＝0.8315x－1668.4　寄与率（R2）0.4473である。そ
の特許グローバル化速度≪0.8315≫は，トヨタ自動車の単独研究の特許グローバル化速度
≪2.0315≫の41％である。豊田自動織機は，y＝0.6558x－1315.7　寄与率（R2）0.423である。
その特許グローバル化速度≪0.6558≫は，トヨタ自動車の単独研究の特許グローバル化速度の
32％である。アイシン精機は，y＝0.44x－882.6　寄与率（R2）0.6579である。その特許グロー
バル化速度≪0.44≫は，トヨタ自動車の単独研究の特許グローバル化速度の22％である。デン
ソーは，y＝0.1279x－256.52　寄与率（R2）0.3403である。その特許グローバル化速度≪0.1279≫
は，トヨタ自動車の単独研究の特許グローバル化速度の僅か６％である。
　2005年～2014年の10年間のトヨタ自動車との共同出願件数は，トヨタ車体712件，豊田自動
織機578件，アイシン精機1292件，デンソー1886件である。これらの４社は非常に活発にトヨ
タ自動車と共同研究や共同開発を行っているが，重要な外国出願特許はトヨタ自動車の単独研
究や単独開発に比べ非常に少ない。その傾向は，他のトヨタ自動車系列企業も同様である。同
時期のトヨタ自動車との共同出願件数は，豊田中央研究所2149件，トヨタ紡織429件，豊田合
成347件，ダイハツ310件，トヨタIT開発センター282件，東海理化電機製作所192件，ジェイ
14）2012年から2014年の直近３年間でトヨタ自動車の主要な共同研究企業において，特許グローバル化速度が
ゼロである企業は次である。トヨタIT開発センター［94　0］ジェイテクト［75　0］住友電装［51　0］ダ
イハツ［46　0］豊田合成株式会社［43　0］東海理化電機製作所［34　0］小島プレス工業［31　0］住友
電気工業［28　0］オートネットワーク技術研究所［24　0］パナソニック［20　0］京セラ［19　0］東海
ゴム工業［18　0］株式会社ニフコ［15　0］日本ガスケット［14　0］東芝［11　0］トヨタ学園［11　0］
日野自動車［8　0］小糸製作所［8　0］東洋ゴム工業［8　0］（注）［国内特許件数　外国特許件数］
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テクト191件，日野自動車66件，小糸製作所14件の国内主体の特許出願を行っている。トヨタ
自動車は，一部に大学との共同研究で重要特許を出願するが，すべての系列企業との共同研究
と共同開発は重要特許を生み出していない。
　なかでも自動車電子部品で世界一の技術力を持つデンソーとは，トヨタ自動車が重要な共同
研究や共同開発を避けており，2014年の共同研究件数は2010年と比べ３分の１に著しく減少し
ている｠15）。このことは，デンソーがトヨタ自動車以外の自動車会社（日産自動車，本田技研，
三菱自動車，スズキ，マツダ，富士重工など）との共同研究や共同開発を急増させていること
と無関係ではない｠16）。図18は，デンソーとトヨタ自動車の共同研究や共同開発の件数と，デン
ソーとトヨタ自動車以外の日本の自動車会社の共同研究や共同開発の件数の推移を示してい
る。デンソーは，トヨタ自動車との共同研究や共同開発が減少する中で，トヨタ自動車以外の
自動車会社との共同研究や共同開発を7.5倍に急増させている。2005年から2014年の10年間の
図17　トヨタ自動車の共同研究企業における特許グローバル化速度
y = 0.8315x - 1668.4
R² = 0.4473
y = 0.6558x - 1315.7
R² = 0.423
y = 0.44x - 882.6
R² = 0.6579
y = 0.1279x - 256.52
R² = 0.3403
0
2
4
6
8
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12
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15）トヨタ自動車とデンソーとの共同研究や共同開発の件数は減少傾向である。2010年：265件，2011年：208件，
2012年：222件，2013年：193件，2014年：94件。2014年は2010年の３分の１に減少。
16）デンソーとトヨタ自動車以外の自動会社との共同研究や共同開発の件数は増加傾向である。2010年：２件，
2011年：２件，2012年：６件，2013年：11件，2014年：15件。2014年は2010年の7.5倍に増加。
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トヨタ自動車の重要特許（外国特許出願）における共同研究比率は2.6％（3065件中81件）で
あるが，デンソーの重要特許（外国特許出願）における共同研究比率は70％（60件中42件）で
ある。単独研究や単独開発に邁進するトヨタ自動車と，共同研究や共同開発を懇願するデンソー
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
の姿が明白である。このため，単独研究や単独開発に傾斜するトヨタ自動車から距離を置かざ
るを得ないデンソーは，トヨタ自動車以外の自動車会社との共同研究や共同開発をやむを得ず
選択し始めてい｠る。
　図19は，日産自動車と共同研究企業８社の共同研究の特許グローバル化を示している。共同
研究企業は，株式会社カネカ，味の素，日本電気，旭化成ケミカルズ，鷺宮製作所，リケンテ
クノス，川崎重工，オートネットワーク技術研究所の８社である。共同研究の特許グローバル
化は，y＝6.1024x－12250　寄与率（R2）0.5504であり，その特許グローバル化速度≪6.1024≫
図18　 デンソーとトヨタ自動車の共同研究数と、デンソーとトヨタ自動車以外の 
自動車会社との共同研究の変化（2010年を100とする） 
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図19　日産自動車と８社の共同研究の特許グローバル化
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である。図３で示したように，日産自動車と共同研究の特許グローバル化速度≪1.1679≫で，
８社の特許グローバル化速度は非常に大きく，5.2倍である。上記のトヨタ自動車の共同研究
の特許グローバル化速度≪0.2673≫に比べ，23倍である。また，日産自動車と系列企業である
ジヤトコとの共同研究件数（138件）は非常に多く，その共同研究の特許グローバル化は，y
＝2.5418x－5101.1　寄与率（R2）0.3708である。日産自動車とジヤトコとの共同研究の特許グ
ローバル化速度は≪2.5418≫であり，日産自動車の共同研究の特許グローバル化速度の2.2倍で
ある。トヨタ自動車が系列企業との共同研究や共同開発で重要特許を生み出してないことと，
日産自動車はまったく逆であることが分かった。
　日産自動車が系列企業との共同研究や共同開発に積極的であり，それらから重要特許を生み
出していることが判明した。一方，トヨタ自動車は，重要な研究はあえて系列企業とは行わな
い傾向が明らかに存在した。他方，日産自動車は，トヨタ自動車のように系列企業とは共同研
究せず重要な研究開発を自社単独で行う考えはまったくない。また，日産自動車は，系列企業
と系列企業以外の区別はなく，単独研究よりも共同研究や共同開発に非常に積極的であり，典
型的な共同研究重視企業であると言える。
3─2　旭硝子と日本板硝子
　図11で示したように，旭硝子は単独研究重視企業であり，日本板硝子は共同研究重視企業で
ある。同じ硝子業界で，何故，このような明瞭な相違が存在するのかを考察する。図20は，日
本板硝子と主要６社との共同研究や共同開発における特許グローバル化を示している。主要６
社は，ピルキントン グループ リミテッド，エヌ・ジー・エフ ヨーロッパ リミテッド，トッ
パンTDKレーベル，富士通テン，日亜化学工業，本田技研である。日本板硝子と主要６社と
の共同研究の特許グローバル化は，y＝9.3945x－18840　寄与率（R2）0.3849である。その特許
図20　日本板硝子と６社の共同研究の特許グローバル化
y = 9.3945x - 18840
R² = 0.3849
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グローバル化速度は，≪9.3945≫である。これは，日本板硝子の共同研究の特許グローバル化
速度≪4.7352≫に比べ２倍であり，日本板硝子の単独研究の特許グローバル化速度≪1.5497≫
に比べ非常に大きく，約６倍である。このように，日本板硝子は，重要特許を生み出す共同研
究や共同開発の企業が存在することが分かる。
　日本板硝子とピルキントン グループ リミテッドの共同特許は，公表2014－515872「はんだ
付けされたコネクタを備えるグレイジング」，日本板硝子とエヌ・ジー・エフ ヨーロッパ リ
ミテッドの共同特許は，公表2013－503266「ゴム物品用補強構造体及び作製方法」，日本板硝
子とトッパンTDKレーベルの共同特許は，WO2012/090353「パターン付きガラス基板及びそ
の製造方法」，日本板硝子と富士通テンの共同特許は，WO2006/001486「車両用リアガラスに
形成されるデフォッガの熱線パターン構造および車両用リアガラス」，日本板硝子と日亜化学
工業の共同特許は，WO2007/099796「発光ユニット，照明装置及び画像読取装置」，日本板硝
子と本田技研の共同特許は，WO2011/019001「統合アンテナ」などがある。
　図21は，旭硝子と主要22社との共同研究や共同開発における特許グローバル化を示している。
主要22社は，エージーシー グラス ユーロップ，エージーシー フラット グラス ノース アメリ
カ，インコーポレイテッド，株式会社ササクラ，科研製薬，財団法人理工学振興会，鹿島ケミ
カル，三好化成，日油株式会社，ルネサスエレクトロニクス，積水化学工業，パナソニック，
クラレ，三井化学ポリウレタン，パーカーコーポレーション，富士紡ホールディングス，セイ
ミケミカル，宇部興産，参天製薬，キノテック・ソーラーエナジー，エヌ・ティ・ティ・アド
バンステクノロジ，三井化学，神戸製鋼所である。旭硝子と主要22社との共同研究の特許グロー
バル化は，y＝3.1794x－6348.1　寄与率（R2）0.4007である。その特許グローバル化速度は，
≪3.1794≫である。旭硝子の共同研究の特許グローバル化速度≪2.2388≫の1.4倍であり，旭硝
子の単独研究の特許グローバル化速度≪3.1461≫とほぼ同じである。旭硝子の共同研究企業の
数は多いが，共同研究で外国出願するような重要特許を生み出す共同研究企業は少ない。
図21　旭硝子と６社の共同研究の特許グローバル化
y = 3.1794x - 6348.1
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3─3　新日本製鐵と住友金属
　図22は，新日鐵住金の共同研究と単独研究が及ぼす特許グローバル化速度への影響を示して
いる。単独研究の特許グローバル化は，y＝2.4055x－4824.8　寄与率（R2）0.7708である。単
独研究の特許グローバル化速度は，≪2.4055≫である。共同研究の特許グローバル化は，y＝
1.5509x－3108.8　寄与率（R2）0.7403である。共同研究の特許グローバル化速度は，≪1.5509≫
である。単独研究の特許グローバル化速度は，共同研究の特許グローバル化速度の1.6倍であり，
それらの特許グローバル化速度差は【－0.85】である。新日鐵住金は，トヨタ自動車などと同
じように単独研究重視企業である。
　新日鐵住金は，2012年に新日本製鐵と住友金属の合併で誕生した企業である。2012年以前の
新日本製鐵と住友金属の両社における単独研究と共同研究の特許グローバル化速度を比較する
ことは大変興味深い。図23は，2005年から合併直前までの住友金属の共同研究と単独研究が及
ぼす特許グローバル化速度への影響を示している。共同研究の特許グローバル化は，y＝2.6202x
－5250.3　寄与率（R2）0.6448である。住友金属の共同研究の特許グローバル化速度は，
≪2.6202≫である。単独研究の特許グローバル化は，y＝1.1298x－2261.4　寄与率（R2）0.5158
である。住友金属の単独研究の特許グローバル化速度は，≪1.1298≫である。住友金属の共同
研究や共同開発の特許グローバル化速度は，単独研究や単独開発の特許グローバル化速度の2.3
図22　 新日鐵住金の共同研究と単独研究における特許グローバル化速度 
（合併前の住友金属と新日本製鐵も含む） 
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倍であり，それらの特許グローバル化速度差は【1.49】であった。すなわち，合併以前の住友
金属は，共同研究重視企業であり，合併後の新日鐵住金が単独研究重視企業であることと，まっ
たく逆の結果となっている。
　住友金属の共同研究や共同開発において特許グローバル化に積極的な企業や大学は，ヴァル
レック オイル アンド ガス フランス［100％］，本州製罐［100％］，菊池プレス工業［100％］，
ジーテクト［100％］，新東工業［100％］，ヴァルレック・マネスマン・オイル・アンド・ガス・
フランス［72％］，豊田鉄工［36％］，日本精工［33％］，日本パーカライジング［25％］，東芝
三菱電機産業システム［25％］，三菱日立製鉄機械［14％］，安川電機［11％］である。
　住友金属の共同研究や共同開発において特許グローバル化がゼロであった企業や大学は，ト
ヨタ自動車，日産自動車，高周波熱錬，東京電力，日本車輌製造，日本ペイント，クボタ，東
京大学，京都大学，大阪大学，東京工業大学，三菱重工，三井造船，IHI検査計測，清水建設，
大林組，積水ハウス，五洋建設，住友金属建材，中外炉工業，日鐵住金溶接工業，栗田工業，
黒崎播磨，東京窯業，大光炉材，朝日化学工業である。
　住友金属は，フランスのヴァルレックと高圧潰かつ深井戸用の高強度油井管の特殊ネジのラ
図23　 合併前の住友金属の共同研究と単独研究における 
特許グローバル化速度 
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イセンス契約を締結している。この契約があるため，住友金属が独自に研究開発した特殊ネジ
でも，すべてヴァルレックとの共有特許にしなければならない。このように，住友金属は共同
研究や共同開発において外国特許が多い特殊な理由を持っている。
　合併前の住友金属の共同研究企業は，合併前の新日本製鐵の共同研究企業であることが多
かった。たとえば，トヨタ自動車，日産自動車，新東工業，高周波熱錬，日本パーカライジン
グ，日本精工，東芝三菱電機産業システム，東京電力，日本ペイント，クボタ，安川電機，三
菱重工，三菱日立製鉄機械，IHI検査計測，黒崎播磨，清水建設，大林組，積水ハウス，中外
炉工業，日鐵住金溶接工業，五洋建設，栗田工業，東京窯業，三井造船，大光炉材，東京大学，
東京工業大学，京都大学，大阪大学，日本車輌製造は，住友金属の共同研究企業であり，かつ，
新日本製鐵の共同研究企業でもあった。
　さらに，合併前の８年間で住友金属と新日本製鐵は共同研究や共同開発を行い，20件（国内
特許出願）の共同特許出願をしている。共同研究や共同開発は，企業間の距離を短くし，
M&A企業買収や企業統合への水先案内人になっている可能性が高い。このように，住友金属
は，共同研究や共同開発を積極的に展開する社風があるだけでなく，それらの特許グローバル
化にも非常に前向きである。
　図24は，2005年から合併直前までの新日本製鐵の共同研究と単独研究が及ぼす特許グローバ
ル化速度への影響を示している。共同研究の特許グローバル化は，y＝1.3214x－2650.3　寄与
率（R2）0.6569である。新日本製鐵の共同研究の特許グローバル化速度は，≪1.3214≫である。
単独研究の特許グローバル化は，y＝2.3131x－4640.6　寄与率（R2）0.5585である。単独研究
の特許グローバル化速度は，≪2.3131≫である。すなわち，単独研究の特許グローバル化速度は，
共同研究の特許グローバル化速度の1.8倍であり，それらの特許グローバル化速度差は【－0.99】
である。新日本製鐵は，住友金属とは異なり，単独研究や単独開発を重視する単独研究重視企
業であった。
　特許グローバル化速度差【－0.99】の単独研究重視企業の新日本製鐵と，特許グローバル化
速度差【1.49】の共同研究重視企業の住友金属が合併した結果，特許グローバル化速度差【－0.85】
の新日鐵住金が誕生したことになる。新日本製鐵の研究開発規模は，住友金属の約２倍であっ
た。そこで，単独研究重視企業の新日本製鐵の特許グローバル化速度差【－0.99】が２倍の影
響があると推定すれば，【－1.98】となる。共同研究重視企業の住友金属の特許グローバル化
速度差【1.49】と合併すると，推定値は【－0.49】となる。合併後の結果は【－0.85】であり，
推定値【－0.49】と比較すると，新日鐵住金の研究開発は，研究規模を考慮しても新日本製鐵
の単独研究重視の影響が色濃く出ていると言える。
　新日本製鐵の共同研究企業で特許グローバル化に積極的な企業や大学は，アイシン・エィ・
ダブリュ［100％］，アルセロールミタル・フランス［100％］，エクソンモービル アップストリー
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ム リサーチ カンパニー［100％］，ミドリ安全［100％］，東邦チタニウム［100％］，ダイキ工
業［50％］，高周波熱錬［50％］，日本ペイント［33％］，東京電力［33％］，スズキ［25％］，
東京大学［23％］，新日鉄住金マテリアルズ［22％］，トーカロ［20％］，日本パーカライジン
グ［17％］，ユニプレス株式会社［14％］，特殊電極［14％］，IHI検査計測［13％］，東京工業
大学［11％］，奥村組［10％］，テツゲン［９％］，愛知製鋼［８％］，鹿島建設［６％］，黒崎
播磨［５％］である。
　新日本製鐵の共同研究や共同開発で特許グローバル化がゼロであった企業や大学は，トヨタ
自動車，日産自動車，新東工業，日本精工，東芝三菱電機産業システム，クボタ，安川電機，
三菱重工，三菱日立製鉄機械，古河スカイ，新日鐵化学，清水建設，ニッテツ北海道制御シス
テム，三島光産，日鉄防蝕，大林組，吉川工業，太平工業，アステック入江，日鉄エレックス，
濱田重工，テノックス，積水ハウス，中外炉工業株，京都大学，大阪大学，日鐵住金溶接工業，
新日鐵住金ステンレス，山九，日鐵住金建材，五洋建設，栗田工業，東京窯業，技研製作所，
独立行政法人産業技術総合研究所，三井造船，株式会社UACJ，東尾メック，大光炉材，東京
図24　 合併前の新日本製鐵の共同研究と単独研究における 
特許グローバル化速度 
y = 2.3131x - 4640.6
R² = 0.5585
y = 1.3214x - 2650.3
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製綱，北九州産業学術推進機構，日本車輌製造，日立製作所，新日鉄ソリューションズである。
このように，製鉄業界において，新日本製鐵は単独研究や単独開発を重視し，住友金属は共同
研究や共同開発を重視する研究開発戦略を採用しており，大きな相違が明らかになった。研究
開発戦略がまったく異なる新日本製鐵と住友金属との合併は，本論文の主題を深掘りする格好
の材料である。
　図25は，住友金属と主要９社の共同研究や共同開発における特許グローバル化を示したもの
である。主要９社は，ヴァルレック オイル アンド ガス フランス，本州製罐，菊池プレス工業，
ジーテクト，新東工業，ヴァルレック・マネスマン・オイル・アンド・ガス・フランス，豊田
鉄工，日本精工，日本パーカライジングである。住友金属と主要９社の共同研究の特許グロー
バル化は，y＝7.094x－14181　寄与率（R2）0.7595である。共同研究の特許グローバル化速度は，
≪7.094≫である。これは，住友金属の共同研究の特許グローバル化速度≪2.6202≫の2.7倍で
ある。合併以前の住友金属は，このように優れた共同研究企業と太いパイプを形成しており，
合併後の新日鐵住金にも引き継がれている。住友金属の共同研究重視企業としての風土が，新
日鐵住金の研究開発戦略にどのような形で影響を与えるのか，今後とも注目していきたい。
図25　住友金属と９社の共同研究の特許グローバル化
y = 7.094x - 14181
R² = 0.7595
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　図26は，新日本製鐵と主要21社の共同研究や共同開発における特許グローバル化を示したも
のである。主要21社は，アイシン・エィ・ダブリュ，アルセロールミタル・フランス，エクソ
ンモービル アップストリーム リサーチ カンパニー，ミドリ安全，東邦チタニウム，ダイキ工
業，高周波熱錬，日本ペイント，東京電力，スズキ，新日鉄住金マテリアルズ，トーカロ，日
本パーカライジング，ユニプレス，特殊電極，IHI検査計測，奥村組，テツゲン，愛知製鋼，
鹿島建設，黒崎播磨である。新日本製鐵と主要21社の共同研究の特許グローバル化は，y＝
2.8976x－5807　寄与率（R2）0.7883である。共同研究の特許グローバル化速度は，≪2.8976≫
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である。これは，新日本製鐵の共同研究の特許グローバル化速度≪1.3214≫の2.2倍であり，単
独研究の特許グローバル化速度≪2.3131≫の1.3倍である。新日本製鐵の共同研究企業は多いが，
住友金属のような外国特許，つまり重要特許を生み出す企業はそれほど多くない。新日本製鐵
は，単独研究重視企業であったことは間違いない。住友金属の共同研究重視の風土を，単独研
究重視の新日本製鐵にどれだけ注入できるかは，これからの新日鐵住金の研究開発戦略の変化
を見極める必要がある。
４章　特許グローバル化速度から見た共同研究に関する考察
4─1　共同研究の陥穽
　共同研究や共同開発で得られた共有特許は，単独研究と異なり多くの制約を受ける。特許権
の譲渡やライセンスや質権設定には，共同研究や共同開発した企業の同意が必要で勝手に行う
ことはできない｠17）。さらに，外国特許を取得した場合，海外での権利関係が複雑になり，第三
社との技術提携やM&A企業買収などを行う場合，共有特許は取り扱いが難しくなる。共同研
究や共同開発における最終目標の設定，マイルストーンの設定，研究開発組織の決定，意思決
定方法，知的財産権の配分，費用分担，研究開発の担当分担，研究開発期間，研究者の人選，
試験や研究設備の分担，研究や開発の場所などを決定しなければならない。加えて，秘密保持
契約書や共有特許やノウハウの取り扱いなどの共同研究契約書を締結する必要がある。このよ
うに大変な仕事があるが，何故自社による単独研究や単独開発を選択せず，企業や大学との共
図26　新日本製鐵と21社の共同研究の特許グローバル化
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17）並川啓志［2004］「技術者のためのライセンスと共同研究の留意点」発明協会　「日本の特許法第73条第３
項は，特許権が共有に係わるときは，各共有者は，他の共有者の同意を得なければ，その特許権について
専用実施権を設定しまたは他人に通常実施権を許諾することができない。しかし，米国の特許法は，日本
と違い組立会社は部品会社の同意なしに，他の部品会社にライセンスできる」
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同研究や共同開発を行う必要があるのか。それは，共同研究や共同開発には，それ以上のメリッ
トがあるためであ｠る。
　それは，自社の知恵や資金では研究開発できないので，共同研究や共同開発するという単純
な話ではない。共同研究相手は，同じ業界で競合する企業，同じ業界で競合しない企業（親会
社と子会社の共同研究や系列内企業同士の共同研究），今は競合するが近い将来競合が解消す
る可能性が高い企業（技術提携や企業買収｠18）が想定される企業），異なる業界で競合しない企
業（顧客企業など）に分けることができる。また，大学などの研究機関との共同研究｠19）は，
企業では得られない専門知識を吸収することを目的とする共同研究だけでなく，医薬品などの
承認のため第三者のお墨付きを得られる大学や研究機関との共同研究，大学の優秀な学生を獲
得するために企業と大学の関係を密にするための共同研究，競合他社に共同研究されては困る
企業や大学と先に共同研究する場合などがある。
　企業と大学の共同研究や共同開発は，大学と企業との組織の関係よりも，特定の教授と企業
の特定の研究者の個人的な繋がりが，両社を取り持つ場合が多い｠20）。さらに，企業間の共同研
究や共同開発も特定の企業同士に限定されている場合が多い。何故，特定の大学や企業との共
同研究や共同開発になるのか。さまざまな大学や企業から新しい知恵を得た方が，多様性が拡
大し，新技術や新素材が開発される可能性が高まることは自明である。しかし，共同研究や共
同開発は，特定の企業や一部の大学に限定して行われることが多い。
　それは，企業にとって共同研究相手を増やすことは，情報漏洩や造反や裏切りなどの危険が
高まることになるからである。共同研究相手の不充分な秘密情報管理からの情報遺漏，共同研
究相手の造反による競合他社への情報提供，共同研究相手の競合他社への転身，共同研究相手
の研究者の転職や退職やヘッドハンティングによる情報遺漏，共同研究相手の企業買収や倒産
による情報遺漏など，さまざまな危険が共同研究や共同開発には常に随伴する。共同研究や共
18）ヘンリー・チェスブロウ著　栗原潔訳［2007］「オープン・ビジネスモデル」翔泳社　「知的財産を得るた
めの企業買収は，知的財産を得る合理的な手法ではない。買収により，他の多くの資産も一緒に購入せざ
るを得ないためである」
19）山根裕子［2008］「知的財産権のグローバル化」岩波書店　「公的資金による研究と私企業との関係につい
て，疑問が提示されている。大学の特許取得は，排他的なライセンシングにより公共性の高い基礎研究の
成果を特定の利用者に独占させるので，結局は大学から社会への技術移転を妨げ，科学研究に支障をきた
すことになるのではないか。公的資金による大学の研究成果の特許化とそのライセンスは，私企業の莫大
な利潤の源にこそなれ，科学者間の関係を徒に緊張させ，科学への信頼を減少させるのではないか。大学
の萌芽研究を特許化し，排他的ライセンスを企業に与えることが，科学の発展に必要であるとの説には根
拠がない」
20）大学と企業の関係は大学の研究室単位で構築される場合が多い。大企業からの資金提供が，研究設備やポ
スドク研究員の人件費をまかなうことも少なくない。
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同開発は，お互いが心服し全幅の信頼で結びついた関係を構築しなければ成り立たない。
　翻って，優秀な研究者ほどヘッドハンターのターゲットになる危険性が高く，優れた研究開
発力を持つ企業は企業買収の危険性がずば抜けて高く，上昇志向の高いベンチャー企業は簡単
に共同研究を解消し共同研究相手を競合他社に乗り換える危険がある。これらのリスクを避け
て，昔から親しい系列企業や連結会社だけと共同研究や共同開発していると，その成果は井の
中の蛙と言われてもしかたがない陳腐で進歩性のない小発明だけを生み出す陥穽に陥る。
　共同研究や共同開発は，研究費や研究者や研究設備の折半による研究費や研究者の節約と研
究期間の短縮（研究開発のスピードアップ）の長所がある。研究開発の失敗のリスクを分散さ
せる意味から共同研究や共同開発に移行する場合もある。さらに，共同研究や共同開発の最大
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
の長所は多様性の獲得である
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
。研究者の多様性，研究設備の多様性，企業風土の多様性，研究
手法の多様性，発想の多様性が，共同研究や共同開発から得られ，単独研究では決して得られ
ない発明を生み出す。共同研究や共同開発は，知恵やアイデアの物々交換の場であり，良い意
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
味でお互いが知恵やアイデアを盗みあう場である
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
。知恵を盗まれることを恐れていては，新た
な知恵やアイデアを得ることはできない。共同研究や共同開発の短所に拘って躊躇していれば，
革新的な成果が生み出される好機を逃すことになる。
4─2　共同研究重視企業と単独研究重視企業に関する仮説とその検定
4─2－1　仮説①「２番手企業は共同研究重視，１番手企業は単独研究重視」
　トヨタ自動車は，本論文が明らかにしたように，共同研究や共同開発からは重要特許が生み
出されてはおらず，典型的な単独研究重視企業である。トヨタ自動車は，共同研究や共同開発
により重要技術が遺漏することを恐れていると考えられる。トヨタ自動車が重要な研究成果を
誰にも渡さない方針であることは間違いない。トヨタ自動車の連結会社であり心から信頼する
デンソーが，トヨタ自動車の情報を競合他社に遺漏することは考えられない。しかし，トヨタ
自動車と共同研究や共同開発するデンソーは，トヨタ自動車以外の自動車会社すべてと共同研
究や共同開発していることは周知の事実である。トヨタ自動車は，デンソーと共同研究や共同
開発を継続するが，重要な研究開発だけはトヨタ自動車単独で行う姿勢を崩さない。トヨタ自
動車が単独研究重視企業であり続ける理由は，トヨタ自動車とデンソーとの共同研究や共同開
発へ取り組む姿勢が，如実に教えてくれている。
　日産自動車は，トヨタ自動車と異なり共同研究重視企業である。トヨタ自動車の共同研究比
率は8.5％であるが，日産自動車の共同研究比率は13.1％である。日産自動車の共同研究比率は
トヨタ自動車の1.5倍であり，共同研究に熱心な企業である。日産自動車は，系列企業以外の
企業や大学とも共同研究や共同開発を拡大し，重要特許を生み出している。
　日産自動車は，自動車生産台数だけでなく，研究費や研究者数や研究成果でも，トヨタ自動
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車の後塵を拝する２番手企業である。トヨタ自動車の豊富な研究費や研究者数に太刀打ちでき
ない日産自動車は，トヨタ自動車のように共同研究や共同開発の短所を恐れて単独研究や単独
開発に重点をおく研究開発戦略ではなく，果敢に共同研究や共同開発を行う姿勢が見られる。
逆に，トヨタ自動車は，豊富な研究開発費や質と量で卓越した研究者を活用すれば，共同研究
や共同開発による情報遺漏などの危険を回避できるため，単独研究や単独開発に走る傾向が強
いと言える。このような理由から「同業種における２番手企業が共同研究重視企業になり，１
番手企業が単独研究重視企業になる」仮説を立てることができる。
　次に，この仮説を検定するため，硝子業界と造船重機業界と鉄鋼業界を見てみる。硝子業界
において，旭硝子と日本板硝子は日本だけでなく世界の硝子業界を牽引している。旭硝子の売
上高は１兆3000億円，日本板硝子の売上高は6000億円である。売上高トップの１番手企業の旭
硝子は単独研究重視企業であり，２番手企業の日本板硝子は共同研究重視企業である。造船重
機業界において，三菱重工の売上高は３兆3000億円，川崎重工の売上高は１兆4000億円である。
売上高トップの１番手企業の三菱重工は単独開発重視企業であり，２番手企業の川崎重工は共
同研究重視企業である。
　新日鐵住金になる前，新日本製鐵と住友金属は鉄鋼業界で鎬を削っていた。１番手企業の新
日本製鐵は単独研究重視企業であり，２番手企業ではないが当時の新日本製鐵を激しく追って
いた住友金属は共同研究重視企業である。自動車業界，硝子業界，造船重機業界，鉄鋼業界と
も，仮説と合致している。４事例だけで仮説を脱すると結論付けるにはやや早計であるが，こ
の仮説をさらに立証してくれるのは，合併後の新日鐵住金である。
　仮説の本源で述べたように，１番手企業の豊富な研究費や研究者数が単独研究重視企業にさ
せているため，新日本製鐵と住友金属の合併により，さらに規模を拡大した１番手企業の新日
鐵住金が，ますます単独研究重視を強めることは仮説の正当性を実証している。そのため，１
番手企業を追いかける住友金属の共同研究重視は，新日鐵住金の豊富な研究開発費や博識多彩
な研究者の前に消滅する運命にあったと言える。しかし，新日鐵住金に共同研究重視の住友金
属の血が大量に注がれたことは間違い事実であり，これからの新日鐵住金の研究開発戦略に注
目していきた｠い。
　先に述べたように繊維業界の帝人と東レは共同研究重視企業であった。それ以外に三菱レイ
ヨンや旭化成など，繊維業界には共同研究重視企業が多い。戦後の日本のけん引役は繊維業界
であった。日本初の合成繊維ナイロンを製造した東レに続き，帝人，旭化成，三菱レイヨンが，
天然繊維に代わりナイロン，ポリエステル，アクリルなどを生産し始めた。帝人とデュポンの
緊密な関係，東レとデュポンの提携関係など，繊維業界は提携が頻繁に行われてきた歴史があ
る。繊維業界の各社は，天然繊維が衰退する中で，デュポンなどの知恵を借りて合成繊維の研
究開発に執念を燃やしてきた。あらゆる知恵を集めて生き残りを模索することは繊維業界の風
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土となっている。そのため，単独研究だけでなく共同研究を活用することが頻繁に行われてき
たと考えられる。
　中国などから90％以上を輸入する衣料品が示すように，日本の繊維産業自体は衰退産業であ
る。そこで，繊維各社は，多角化をはかり生き残りを模索してきた。その結果，繊維各社の主
要事業は，従来の繊維ではなく，樹脂，フィルム，医薬，医療などに大きく変貌している。そ
のため，それぞれの分野では２番手企業，または，それ以下の企業になっている。すなわち，
繊維業界という縛りで考えなければ，帝人と東レは業界１番手企業ではない。帝人と東レが共
同研究重視企業になるのは，むしろ自然であり，上記の仮説は，この意味からも正しいと言
え｠る。
　この仮説の業界１番手企業は日本国内のトップ企業である。しかし，自前主義だけの研究開
発で先行逃げ切りを許すほど，グローバル化の進展は甘くない。特にグローバル化が進んだ業
界では，国内１番手企業がグローバル市場でも１番手企業，または，それに近いことが本仮説
の必要条件となる。たとえ国内１番手企業でも，単独研究重視から共同研究重視に軸足を移す
ことが，グローバル化時代に適した研究開発戦略であると断言できる。
4─2－2　仮説②「単独研究重視企業は大学との共同研究に積極的」
　水島徹｠21）によれば，最近10年間に米国で開発された新薬の８割は，大学やベンチャー企業
から生まれており，最初から大手製薬会社が単独で開発した医薬品は年々少なくなっている。
失敗のリスクが高い医薬品のシーズ探索研究は，税金で研究が行える大学が担当し，大手製薬
企業は有効と思える医薬品候補の臨床試験を担当し，大学と企業の共同研究と共同開発が行わ
れることが多くなっている。
　単独研究重視企業は，業界の１番手企業であることが多く，優秀な研究者や豊富な資金力や
他社の追随を許さない研究開発力を持っているため，情報遺漏などの危険を冒してまで共同研
究や共同開発を行う必要がない。そのため，単独研究重視企業は基本的に共同研究が少ないが，
唯一の例外が大学との共同研究である。大学との共同研究は，民間企業との共同研究や共同開
発に比べ，共同研究や共同開発で得られた新商品を大学自らが生産や販売する危険性は極めて
低い｠22）。民間企業との共同研究や共同開発を開始するには，それぞれの企業のトップの承認や
決裁が必要であり，そのため非常に多くの資料作成や詳細な事前打ち合わせが必須条件となる。
それぞれの企業の思惑が絡み合い，研究業務の分担，研究費の分担，研究者の人選，秘密保持
21）水島徹［2015］「創薬が危ない」講談社
22）アカデミック・スタートアップは，大学の研究開発成果を基に，大学自らが事業化することである。日本
の大学は海外の大学に比べアカデミック・スタートアップに積極的ではないため，企業は大学との共同研
究を安心して行えると考えられる。
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契約の合意，共同研究成果の帰属など，共同研究する前にお互いが疲れ果てるような仕事が山
積している。その事前打ち合わせで，共同研究や共同開発の条件が折り合わず，共同研究や共
同開発が行われないことも少なくない。一方，大学との共同研究は，秘密保持契約を結べば，
すぐに共同研究がスタートする場合が多い。共同研究や共同開発に不慣れな単独研究重視企業
にとって，大学との共同研究は敷居が低いと言える。最近，大学はTLO（技術移転組織）の
活用で知的財産権に芽生え，権利主張が行われるようになったが，民間企業に比べれば大学と
の知的財産権のトラブルは皆無に等しい。大学との共同研究の承認や決裁は，民間企業との共
同研究や共同開発に比べ非常に簡単で，煩雑な資料も不要である。これが，単独研究重視企業
が大学との共同研究に積極的な理由である。
　一方，共同研究重視企業は，共同研究や共同開発に精通しており，研究開発と言えば共同研
究や共同開発と考えており，秘密保持契約や独自の共同研究マニュアルや共同開発の手引書が
揃っており，企業トップも共同研究や共同開発の決裁を躊躇することはほとんどない。そのた
め，共同研究重視企業は，大学や民間企業との共同研究や共同開発に積極的である。しかし，
日本の大学の数は700，民間企業は400万であり，大学の絶対数が限られているため，共同研究
重視企業は，民間企業との共同研究や共同開発が多くなる。そこで，仮説「単独研究重視企業
は大学との共同研究に積極的であり，共同研究重視企業は民間企業との共同研究や共同開発に
積極的である」を提案する。次に，この仮説を検定する。
　図15が示すように，単独研究重視企業である村田製作所は，民間企業との共同研究や共同開
発ではなく，大学との共同研究から多くの重要特許を誕生させている，その速度は10社中で最
も大きい。すなわち，村田製作所は，大学との共同研究を最も重視する企業である。次の日立
製作所も単独研究重視企業であり，大学との共同研究で多くの重要特許が生まれており，大学
との共同研究重視企業である。
　一方，共同研究重視企業である帝人は，大学との共同研究よりも民間企業との共同研究や共
同開発から重要特許を生み出しており，その速度は10社中で最も大きい。帝人は，民間企業と
の共同研究や共同開発を最も重視する企業である。次の日本板硝子も共同研究重視企業であり，
民間企業との共同研究や共同開発で多くの重要特許が生まれており，民間企業との共同研究重
視企業である。このように，単独研究重視企業は大学との共同研究に積極的であり，共同研究
重視企業は民間企業との共同研究や共同開発に積極的である仮説は正しいと言える。
　この仮説は，単独研究を重視する業界１番手企業が大学との共同研究を重視していることだ
けではなく，民間企業との共同研究を重視していないことを示唆している。日本だけでも400
万社に及ぶ民間企業の知恵やアイデアを活用しない驕りが，近い将来，業界１番手企業の研究
開発戦略に蹉跌を生じさせることは明白である。
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4─2－3　仮説③「系列企業との共同研究は重要特許を生み出さない」
　トヨタ自動車とデンソーの関係は，系列会社だけでなく歴史，人脈，社風などの多方面から
見ても極めて密接な関係にあり，共同研究や共同開発も非常に多い。しかし，その成果はほと
んどが国内特許出願であり，重要特許が生み出されることは非常に少ない。その他の系列企業
である豊田自動織機，豊田中央研究所，豊田合成，トヨタ車体，トヨタ紡織，アイシン精機，
アイシン・エィ・ダブリュ，ダイハツ，日野自動車，小糸製作所，トヨタIT開発センター，
トヨタ学園，トヨタマップマスター，関東自動車工業とトヨタ自動車との共同研究や共同開発
は，重要特許をほとんど生み出していない。系列企業は，密着した関係のため，特別に共同研
究や共同開発と言わなくても普段から研究者間のコミュニケーションがあり，お互いのことを
熟知している。そのため，共同研究や共同開発を行っても，まったく新たな発想や考え方が生
まれることがない。
　共同研究や共同開発の醍醐味は，異なる考えや多様なアイデアが遭遇し，それらが衝突を繰
り返すことで，画期的な発見や発明が生まれることである。社風や仕事の仕方や考え方の類似
性が高い系列企業との間で共同研究や共同開発を数多く行っても，革新的な重要特許は生まれ
ないことは自明である。そこで，仮説「系列企業との共同研究や共同開発は重要特許を生み出
さない」を提案する。次に，この仮説を検定する。
　旭硝子は，系列企業である旭硝子ビル建材エンジニアリング，旭硝子エンジニアリング，旭
硝子ポリウレタン建材，旭テクノグラス，旭ファイバーグラス，AGCテクノグラス，オプトレッ
クスとの共同研究や共同開発は非常に多いが，すべて国内特許出願であり，重要特許を生み出
していない。三菱重工は，系列企業である三菱重工コンプレッサとの共同研究や共同開発では，
すべて国内特許で重要特許はない。
　帝人は，系列企業である帝人ファーマ，帝人ファイバー，帝人加工糸，帝人コードレ，帝人
興産，帝人テクロス，帝人テディ，帝人モノフィラメントとの共同研究で重要特許を生み出し
ていない。東レは，東レ・モノフィラメント，東レ・デュポン，東レ建設，東レ・ファインケ
ミカル，東レバッテリーセパレータフィルムとの共同研究や共同開発が多いが，すべて国内特
許出願であり，重要特許は生み出されていない。
　新日鐵住金の系列企業である住友金属建材，日鐵住金溶接工業，新日鐵化学，ニッテツ北海
道制御システム，日鉄防蝕，日鉄エレックス，新日鐵住金ステンレス，日鐵住金建材，新日鉄
ソリューションズとの共同研究や共同開発は，すべて国内特許出願であり，重要特許はまった
く生み出されていない。
　日産自動車の系列企業である鬼怒川ゴム工業との共同研究や共同開発はすべて国内特許出願
であり，カルソニックカンセイとの共同研究や共同開発では84件の国内特許出願と１件の外国
特許出願であり，愛知機械工業との共同研究や共同開発では50件の国内特許出願と１件の外国
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特許出願である。このように，系列企業間の共同研究や共同開発が重要特許を生み出さない仮
説は正しいと言える。共同研究相手は，系列企業ではなく系列企業とまったく異質な企業を選
択することが絶対条件になる。
　この仮説は，日常的に接触の多い気心の知れた企業と共同研究しても，画期的な研究成果が
生まれないという明明白白の帰結である。しかし，日本の大企業は，まったく考え方や専門分
野を異にする企業との共同研究や共同開発に極めて消極的である。この原因について，次章で
詳しく考察する。
５章　日本の大企業の共同研究が重要特許を生み出さない根源
　日本国内１位の大企業がグローバル視点から見れば，世界10位にも入れないことが少なくな
い。国内製薬業界１位の武田薬品がその典型例である。武田薬品は，世界の製薬企業の16位と
非常に低く，グローバル視点から見れば間違いなく大企業ではない｠23）。しかし，本論文が指摘
したように，武田薬品は国内１番手企業であるため，単独研究が主体で，共同研究比率は7.5％
と低い。現在の武田薬品は，特許切れ薬品を補償するため，全社を挙げて新薬の研究開発に邁
進し，外国人社長を招きグローバル化に大きく舵を切ろうとしている。しかし，武田薬品の研
究開発を欧米企業のような共同研究開発主体に変化させるには，まだ多くの時間がかかると考
えられる。そこで，日本の大企業が共同研究や共同開発よりも単独研究や単独開発を好む源泉
と原点，および，共同研究や共同開発から重要特許を生み出せない根源について考察する。
　日本の大企業，つまり，業界の１番手企業が共同研究や共同開発より単独研究や単独開発を
好むことは上述した。その第一の理由は，大企業の豊富な研究費と研究者が単独の研究開発で
も十分であると考える危機意識の欠如である。２番手企業やそれ以下の中小企業は，１番手企
業と同じことをしていては会社が潰れる，１番手企業よりも強い研究開発力を持たないと生き
残れない，などの危機感が強い。この危機感が，役に立つものであれば，他社の知恵を借りて
でも研究開発を完成させたいと考え，２番手企業では共同研究や共同開発を優先させる傾向が
強くなる。
　大企業は，従業員が多いだけでなく組織が複雑で多岐にわたるため，コンセンサスを得るた
め根回しや稟議に多大の労力と時間を要する。その労力と時間を省くため，大企業は多様性を
排除する風土が醸成されやすい。考え方も仕事の仕方もまったく異なる他社の研究者が入り込
23）水島徹［2015］「創薬が危ない」講談社　「日本の医薬品と医療機器の輸出額から輸入額を差し引いた金額
は，３兆円の赤字となっている。この数字は年々拡大している。日本は医薬品を自前で作る力はあるが，
欧州勢が優勢であり，日本は輸入に頼っている」
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む共同研究や共同開発は，大企業が強い嫌悪感を持つ多様性を間違いなく増加させる。多様性
自体が研究開発を加速し活性化してくれることを熟知しているにも関わらず，大企業は多様性
を極端に恐れ，強い拒否反応を示すことが少なくない。そのため，大企業は，意見の不一致が
少なく多様性とは縁遠い同質の企業との共同研究や共同開発を選択することが多くなる。古く
から信頼関係を構築し気心の知れた企業，すなわち，連結企業や関連子会社などとの共同研究
や共同開発は，波風が立たない研究開発になるため，大企業が諸手を挙げて歓迎する。つまり，
大企業は，研究開発に大切な意見の衝突や激しい議論を犠牲にして，親しいお友達企業との共
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
同研究や共同開発を選択するため，重要特許を生み出せない
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
。
　共同研究や共同開発の相手企業がノウハウや秘密情報が遺漏すれば，共同研究や共同開発を
決裁した企業幹部の責任になるため，共同研究や共同開発の決裁は容易ではない。そのため，
情報遺漏の心配ない信頼性の高い企業との共同研究や共同開発だけを選択することになる。研
究開発力が非常に高くても信頼性が十分確認できないベンチャー企業やまったく付合いのない
新規参入企業との共同研究や共同開発は，大企業では決裁が難しい。他方，中小企業は，さま
ざまなリスクを抱える企業でも優れた技術を持っていれば，共同研究や共同開発を行う。その
覚悟がない大企業は，研究開発のトラブルが少ない大学との共同研究や共同開発に逃げること
が多くなる。これは，大学が共同研究した製品を製造し販売することはなく，民間企業との共
同研究で多発するトラブルが皆無に近いためである。
　大企業では，共同研究や共同開発で得られた成果が，当初の研究開発目標と若干変わるだけ
で製品化できないことがある。研究開発は，筋書きのない道を彷徨って辿りつくことが多く，
得られた成果が当初の研究開発目標と異なることは珍しくない。しかし，当初の研究目標と異
なる成果は，たとえ，それが当初の目標より優れていても，大企業では評価されないことが多
い。中小企業では，その成果を臨機応変に新製品にできるが，大企業は柔軟性が欠如しており，
素晴らしい新技術や新製品もお蔵入りすることが少なくない。単独研究や単独開発ならば，無
理にでも当初の目標に近づけることはでききるが，共同研究や共同開発ならば相手企業に知ら
れるため，それは難しい。
　大企業と中小企業との共同研究や共同開発において，同じ共同研究成果が中小企業では大成
功と評価され，大企業では失敗と判断がなされる場合がある。大企業ではすでに多角化した事
業に抵触する共同研究や共同開発の成果は，他の事業部から横槍が入る場合が多い。事業を侵
略された事業部は，怒り狂い社内での仕返し合戦に発展することも少なくない。そのため，共
同研究や共同開発の成果が，大企業の既存事業に少しでも干渉するだけで，たとえ画期的な発
明や発見でも日の目を見ることがない。さらに，大企業では，事業部の業務範囲だけでなく，
事業部を横断した社内共同研究プロジェクトが多いため，難解なジズソーパズルのように入り
組んだ事業部のテリトリーに抵触しない共同研究や共同開発を見つけ出すのは至難の業とな
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る。そのため，大企業では共同研究や共同開発の立案自体が少ない。
　共同研究や共同開発は，契約書の作成や交渉や締結などの手続きが必要であり，共同研究す
る相手企業の調査などが必須となる。共同研究する相手企業の財務状況，主要株主，労使関係，
取引銀行，主要商社，主要顧客，研究開発設備，研究体制，研究分野別の研究者の質と数，市
場占有率，製造技術，過去の公開特許，過去の共同研究企業，他社との提携関係，外国企業な
らばカントリーリスク｠24）などを調べる必要がある。その責任を取りたくない研究および経営
幹部は，共同研究や共同開発の承認や決裁を躊躇し，単独研究や単独開発に誘導することが多
くなる。
　また，共同研究や共同開発の前に，両社は秘密保持契約を締結する。何を秘密情報とし，何
を公開情報（秘密情報ではない情報）とするかを決める。一般的に，大企業は多くの秘密情報
を持っており中小企業は少ない。大企業が共同研究や共同開発を行うことは，秘密情報が遺漏
した時のダメージが中小企業よりも遥かに大きくなると覚悟しなければならない。また，大企
業の中には，共同研究や共同開発をしていること自体を秘密にすることを要求する場合も少な
くない。それは，業界や市場に与える大企業の影響力が大きいため，大企業とＡ社の共同研究
や共同開発が始まったらしいとの噂だけで，競合他社に悟られる可能性が高いためである。こ
のように，大企業の共同研究や共同開発には中小企業に比べ障害が非常に多い。
　共同研究や共同開発による情報遺漏が明らかになると，両社の研究者や関係者全員が犯人探
しの容疑者になる。一般的に，理系の研究者は契約書などの法律知識に弱いにもかかわらず，
何処までが秘密情報で何処までが秘密情報でないかは，それぞれの研究者の判断に任せられる。
研究者を取り巻く情報は，完全な白と黒の事例は少なく，茫漠としたグレーゾーンが存在する。
その判断を他人に聞くだけで秘密漏洩を疑われるため，神経をすり減らす研究者が増える。と
りわけ，大企業の研究者は，真犯人ではなくとも容疑者になるだけで，その後の昇進や昇給や
人事査定に汚点が残る。大企業の研究者は，共同研究や共同開発の危ない橋をわざわざ渡りた
くないと考える傾向が強く，単独研究や単独開発で行えると主張することが多くなる。その研
究者の上司も単独研究や単独開発に異存なく賛成するため，大企業における共同研究や共同開
発には，常に険絶の断崖がそびえたつ。
　研究成果の評価は難しいが，共同研究の成果の評価はさらに至難の技になる。日本の企業で
は共同研究の成果の正当な評価システムがないことが多く，研究者は共同研究や共同開発を極
端に嫌う趨勢がある。特に，日本の大企業の共同研究者の人事評価が悪くなる可能性が高いた
24）山根裕子［2008］「知的財産権のグローバル化」岩波書店　「医薬品の物質特許は，ドイツでは1968年まで，
スイスでは1977年まで，イタリアでは1978年まで，スペイン，ポルトガル，ノルウェイーでは1992年まで
存在しなかった」
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め，共同研究に没頭できない状況に陥る。なかでも，情報漏洩防止のため隔離された場所で共
同研究や共同開発が行われるときは，研究者は上司と接触を断った場所で研究を行うことにな
る。共同研究や共同開発の終了後，自分の会社に戻れるか，元のポジションに戻れるか，上司
の下で単独研究を行う同期入社の研究者と昇給や昇進の差がつくのではないかなどの不安が増
幅する。そのため，上司から引き離された研究者は，共同研究や共同開発に集中できない心情
の中で苦悩する日々が続く。さらに，共同研究や共同開発のために，他社に出向（親会社在籍
のまま休職となって関係会社に派遣される）することになった研究者の心の葛藤は筆舌に尽く
せない。精神的な動揺を抱えた研究者が重要特許を生み出す可能性は間違いなく少ないと言え
る。共同研究者の心のケアに配慮することが，重要特許を生み出す近道である。
　本来研究者は群れを嫌う一匹狼が多い。共同研究や共同開発は，両社の組織で動くため研究
開発の自由度がなくなる。自社の単独研究や単独開発でも，上司は存在するため研究者を束縛
する。しかし，上司も同じ会社の社員であり，単独研究や単独開発の束縛は，共同研究や共同
開発の束縛とは比べものにならないほど小さい。単独研究は一人親方のように誰にも制限され
ず研究に没頭できる。共同研究で自由度のなくなった研究開発が何も生み出さないことは自明
である。研究者の裁量権や自由度を持たせた共同研究や共同開発が理想であるであるが，それ
を実現するための両社の合意は，限りなく不可能に近い。
　共同研究や共同開発は，研究者だけでなく大企業の研究幹部の評判も悪い。これは，大企業
の研究幹部は，過去の単独研究や単独開発で得られた成功体験から脱皮できない人が多く，多
様性を嫌う大企業の社風に染まった人が多いためである。さらに，大企業の研究幹部が恐れる
のは，共同研究や共同開発の失敗が社内だけでなく，共同研究や共同開発する企業（社外）が
知るところとなるためである。大企業では，共同研究や共同開発が成功した手柄は単独研究や
単独開発の半分になり，もし共同研究や共同開発が失敗したら，何故，あの会社を共同研究相
手に選んだのかなど，単独研究や単独開発の失敗より２倍叱られる羽目になる。このような割
に合わない共同研究や共同開発をできる限り避けて，単独研究や単独開発で自社の研究者に発
破を掛けていた方が良いと考える大企業の研究幹部が非常に多い。
　研究開発で得られた発明が重要であるかどうかの判断は，所属長と知的財産部が判断するが，
大企業の共同研究の場合，Ａ社とＢ社の所属長と知的財産部になり合計４部門の話し合いにな
る。発明の重要度は，将来性，発展性，普遍性，進歩性，市場性，収益性などを考慮しなけれ
ばならないが，人間の直感が正しい場合が多く，さらに，社風や歴史や研究戦略や市場規模や
海外戦略が異なる両社が集まる評価会議での合議が，正しい重要特許を選別することは不可能
に近い。共同研究や共同開発の素晴らしい成果を特許出願しない場合や，国内特許出願だけで
外国特許出願しない場合が非常に多くなる。これも，共同研究や共同開発を行う研究者の不満
を募らせる原因になり，二度と共同研究や共同開発はしたくないと公言する研究者が増加する。
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　以上の理由から，日本の大企業の共同研究や共同開発が重要特許を生み出さないと結論でき
る。上記をすべて解決するには，かなりの時間を要するが，猛進するグローバル化は日本企業
の変革を悠長に待ってくれない。本論文が提案する特許グローバル化速度を尺度にして，日本
企業が共同研究重視企業への転換を急ぐことを期待したい。
６章　まとめ
　本論文は，特許グローバル化速度という独自指標を使い，10社の共同研究と単独研究の関係
を研究した結果，次のことが判明した。
１）共同研究重視企業は，日本板硝子，帝人，日産自動車，東レ，川崎重工である。なかでも，
日本板硝子と帝人は，多くの重要特許を共同研究や共同開発から生み出している。
２）単独研究重視企業は，トヨタ自動車，日立製作所，旭硝子，村田製作所，三菱重工である。
なかでも，トヨタ自動車と日立製作所と旭硝子と村田製作所は，多くの重要特許を単独研
究や単独開発から生み出している。
３）村田製作所は，民間企業との共同研究よりも大学との共同研究を重視する企業である。民
間企業と大学との共同研究における特許グローバル化速度の差は4.75で10社の中で最も大
きい。
４）日立製作所は，民間企業との共同研究よりも大学との共同研究を重視する企業である。民
間企業と大学との共同研究における特許グローバル化速度の差は1.8で村田製作所の次に
大きい。
５）帝人は，大学との共同研究よりも民間企業との共同研究を重視する企業である。その特許
グローバル化速度の差は－4.6で10社の中で最も小さい。
６）日本板硝子は，大学との共同研究よりも民間企業との共同研究を重視する企業である。そ
の特許グローバル化速度の差は－2.92で帝人の次に小さい。
７）自動車業界において，トヨタ自動車は単独研究重視企業で，日産自動車は共同研究重視企
業である。
８）単独研究や単独開発に邁進するトヨタ自動車と，共同研究や共同開発を懇願するデンソー
の姿が明らかになった。単独研究や単独開発に傾斜するトヨタ自動車から距離を置かざる
を得ないデンソーは，トヨタ自動車以外の自動車会社との共同研究や共同開発をやむを得
ず選択し始めている。
９）硝子業界において，旭硝子は単独研究重視企業で，日本板硝子は共同研究重視企業である。
10）造船重機業界において，三菱重工は単独開発重視企業で，川崎重工は共同研究重視企業で
ある。
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11）鉄鋼業界において，住友金属は共同研究重視企業であり，新日本製鐵は単独研究重視企業
であった。
12）業界の１番手企業は単独研究重視企業であり，２番手企業は共同研究重視企業である。
13）１番手企業の単独研究重視企業である新日本製鐵と，２番手企業の共同研究重視企業であ
る住友金属の合併は，研究費や研究者をさらに増強させた１番手企業の新日鐵住金を誕生
させた。そのため，新日鐵住金は単独研究重視企業になった。
14）単独研究重視企業は，大学との共同研究や共同開発に積極的である。
15）系列企業との共同研究や共同開発は，重要特許を生み出さない。
16）優秀な研究者はヘッドハンティングのターゲットになる危険性が高く，優れた研究開発力
を持つ企業は企業買収の危険性が高く，それらとの共同研究や共同開発により秘密情報が
遺漏しやすい。
17）上昇志向の高いベンチャー企業との共同研究や共同開発は，簡単に共同研究や共同開発の
契約を解消し，共同研究相手を競合他社に乗り換える危険が大きい。
18）大企業の多様性を排除する風土が共同研究や共同開発を減退させ，単独研究や単独開発に
走らせている。
19）共同研究企業に知られたノウハウや秘密情報の遺漏が分かると，共同研究や共同開発を決
裁した企業幹部の責任になるため，共同研究や共同開発の決裁に躊躇する幹部が多い。そ
のため，気心が知れた系列企業との共同研究や共同開発が多くなる。
20）単独研究重視企業は，唯一の例外として大学との共同研究が多い。これは，大学が共同研
究や共同開発した新製品を製造し販売することはないので，万が一のときに企業の被害が
少ないためである。
21）当初の研究目標と異なる成果は，それが当初の目標よりも優れていても，大企業では評価
されない。中小企業では，その成果を基に新製品化を決断できたとしても，大企業には柔
軟性が欠如しているため，素晴らしい新技術や新商品がお蔵入りすることが多い。
22）大企業において，多角化した事業に少しでも抵触する共同研究や共同開発の成果は，他の
事業部から横槍が入る場合が多い。そのため，共同研究や共同開発の成果は，たとえ画期
的な発明や発見でも日の目を見ないことある。
23）大企業では事業部を横断した社内研究プロジェクトが多い。複雑なジクソーパズルのよう
な事業部のテリトリーと社内プロジェクトに抵触しない共同研究や共同開発を見つけ出す
のは至難の業となる。そのため，大企業では共同研究や共同開発が少なくなる。
24）共同研究や共同開発の前に，両社は秘密保持契約を締結する。大企業は多くの秘密情報を
持っており中小企業は少ない。大企業は中小企業に比べ秘密情報が遺漏したときのダメー
ジが大きい。そのため，大企業では共同研究や共同開発が少なくなる。
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25）共同研究や共同開発による情報遺漏があると，両社の研究者が容疑者になる。大企業の研
究者は容疑者になるだけで昇進や昇給や人事査定に汚点が残る。大企業の研究者は，共同
研究や共同開発の危ない橋をわざわざ渡りたくないため，常に単独研究を主張する。
26）日本の企業では共同研究や共同開発の成果の正当な評価システムがなく，共同研究や共同
開発の成果の評価は難しい。そのため，研究者は共同研究や共同開発を極端に嫌う傾向が
強い。
27）情報漏洩防止のため隔離された場所で共同研究や共同開発を行う研究者は，上司と離れる
ことで不安になり，共同研究や共同開発に集中できない。
28）共同研究や共同開発は，両社の組織で動くため研究開発の自由度がなくなる。本来研究者
は群れを嫌う一匹狼が多く，自由度のない共同研究や共同開発は何も生み出さない。
29）大企業の幹部は，共同研究や共同開発の失敗が社内だけでなく，共同研究の相手企業，つ
まり，社外に知られることを極端に恐れる。このため，大企業の幹部は共同研究や共同開
発を好まない。
30）大企業の研究者は，共同研究や共同開発が成功した手柄は単独研究や単独開発の半分にな
り，もし共同研究や共同開発が失敗したら単独研究や単独開発の失敗より２倍叱られる。
31）研究開発で得られた発明が重要であるかどうかの判断は，共同研究や共同開発を行う所属
長と知的財産部の４部門の合議になるため，重要特許が見逃される場合が多い。
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渡部俊也［2012］「イノベーターの知財マネジメント」白桃書房
泉谷渉［2011］「先端素材業界ハンドブック」東洋経済新報社
石井正［2011］「世界を変えた発明と特許」ちくま新書
鹿住倫世［2011］「ハイテク・スタートアップの経営戦略」東洋経済新報社
元橋一之［2011］「日本のバイオイノベーション」白桃書房
長谷川暁司［2010］「御社の特許戦略がダメな理由」中経出版
特許庁監修［2010］「事業戦略と知的財産マネジメント」発明協会
山根裕子［2008］「知的財産権のグローバル化」岩波書店
ヘンリー・チェスブロウ著　栗原潔訳［2007］「オープン・ビジネスモデル｣翔泳社
中島憲三［2006］「共同研究・開発の契約と実務」民事法研究会
酒井邦嘉［2006］「科学者という仕事」中央公論新社
山田肇［2005］「技術経営」NTT出版
並川啓志［2004］「技術者のためのライセンスと共同研究の留意点」発明協会
矢野正晴［2004］「多様性の経営学」白桃書房
後藤晃、他［2003］「知的財産制度とイノベーション｣東京大学出版会
石田英夫［2002］「研究開発人材のマネジメント」慶応義塾大学出版
荒木好文［2001］「TRIPS協定」発明協会
 （2015年９月１日受理）
